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要旨

本研究では乾燥大気における 3 次元準圧縮モデルの定式化と離散化の再検討を行
い, それを基に 2 次元準圧縮の数値モデルを作成し数値実験を行った. 直交直線座
標系を用いた定式化は Klemp and Wilhelmson (1978) に従い, 地形に沿った座標
系を用いた定式化は斉藤 (1999)に従った. 離散化の方法は CReSS (坪木他, 2001)

と同じである. 行った数値実験は, 音波の計算, 音波減衰項の係数を決めるための
計算, 数値粘性項の係数を決めるための計算, サーマルの計算の 4 つである.

定式化と離散化の再検討を行ったところ, Klemp and Wilhelmson (1978) において
示された離散化されたサブグリッドスケールの乱流運動エネルギー方程式には, 離
散化する前の式には存在した 2 つの項が書かれていないことがわかった.

音波を計算する数値実験では, 初期擾乱として水平方向一様または鉛直方向一様な
ガウス型の圧力をあたえ, 音波の伝播する様子を調べた. その結果, 圧力水平・鉛
直速度とエクスナー関数が音速で伝播することが確認された. 音波計算のための
時間間隔を変えて鉛直方向の数値解法にともなう音波の減衰の様子を調べたとこ
ろ, 時間間隔を短くすると音波の減衰が小さくなることが確かめられた.

音波減衰項を決める数値実験では, 初期擾乱としてガウス型の圧力を与え, 音波の
伝播する様子を調べた. その結果, 音波減衰項の値は水平空間格子間隔が 1,000 m,

鉛直格子間隔が 500 m, 時間格子間隔が 1 s の場合, 0.025 が適当であることがわ
かった. 数値粘性項の係数を決めるための数値実験では, 数値粘性項の係数を変え
た移流拡散方程式を数値的に解くことにより, 適当な係数の値を調べた. その結果,

水平空間格子間隔が 1,000 m, 鉛直格子間隔が 500 m, 時間格子間隔が 1 s の場合
にもっとも安定に計算できたのは, 水平方向の係数を 5.0, 鉛直方向の係数を 1.25

とした場合であった. 上記の音波減衰項の係数と数値粘性係数の値を用いてサーマ
ルの数値実験を行った. 下部境界の中心にガウス型の温度擾乱を与えてサーマル
の浮上する様子を調べた. 基本場の温度分布として, 高度 5,000 m まで乾燥断熱減
率で減少し, それより上は等温となる分布を与えた. その結果, 高度 5,000 m まで
サーマルが上昇し, その高度で水平に広がっていくのが確認できた.
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第1章 はじめに

最近の計算機の発達により, 非静力学モデルの構築が活発に行われるようになった.

非静力学モデルでは, 水平スケールとして 2 ～ 2,000 km (メソスケール), 鉛直ス
ケールとして 10 km 前後の気象現象を対象としている. 非静力学モデルの例とし
て, 気象研究所の非静力学モデル (NHM; Ikawa and Saito, 1991), オクラホマ大学
の Adcanced Regional Prediction System (ARPS; Xue et. al., 1995), 名古屋大学
と高度情報科学技術研究機構の CReSS (Cloud Resolving Storm Simulator; 坪木
ら, 2001) などが挙げられる.

非静力学モデルは音波を含まない非弾性系モデルと含む弾性系モデルに分類され
る. さらに, 非静力学モデルは連続の式の近似方法によって以下の 4 つに分けら
れる (斉藤, 1999). 非弾性系モデルは非圧縮モデルと非弾性モデル, 弾性系モデル
は準圧縮モデルと完全圧縮系モデルに分けられる. 非圧縮モデルでは, 密度が空間
的時間的に一定であると仮定し, 非圧縮性流体の連続の式を用いる. 非弾性モデル
では, 密度が鉛直方向のみ空間変化し時間変化はしないと仮定する. 準圧縮モデル
では, 基本場からの密度偏差が小さいと仮定し, 線形化を行った連続の式を用いる.

完全圧縮系モデルでは圧縮性流体の連続の式を用いる.

これら 4 つの非静力学モデルのうち, よく使われているのは準圧縮モデルである.

準圧縮モデルがよく使われるのは以下のような理由による. 非圧縮モデルは密度
成層を考慮できないため, 深い対流のような鉛直方向の密度変化が大きい場合は用
いることができない. 非弾性モデルは基本場の鉛直方向の密度成層を考慮できる.

しかし, 密度の時間変化を考慮していないため, 運動に伴う密度の時間変化を記述
できず, 誤差が大きくなる. また, 非弾性モデルは地形を考慮すると, 気圧方程式
が複雑になる. 完全圧縮系モデルでは, 基本場と偏差を含む密度を用いているため,

準圧縮モデルと比べて連続の式の時間変化項の精度が悪い. したがって, 非静力学
モデルでは準圧縮モデルがよく使われている.

現在, 様々な準圧縮の数値モデルが開発されている. 例えば先に上げた NHM や
ARPS である. 数値シミュレーションや再現実験を行う際, 多くの研究者が既存の
数値モデルを用いている. 既存の数値モデルを使用する利点のひとつは, 非常に時
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間や手間ががかかるプログラミングをする必要がない点である. しかし, 既存の数
値モデルは完成度が高いが故に, 時間・空間パラメータを変えたいときなど数値モ
デルに変更を加えるのが容易ではない. 自分がメンテナンスしやすい数値モデル
を持つために, 自ら数値モデルを開発する. 自ら数値モデルを開発することは, そ
の数値モデルの長所や欠点を把握できるという利点を持つ. 数値モデルの特徴を
把握しているため, 新しい概念を導入する場合も既存の数値モデルを改良する場合
と比べてずっと容易である.

多くの準圧縮モデルは Klemp and Wilhelmson (1978) を基に開発されている. メ
ソスケールの気象現象は地形の影響を受けやすいため, 地形の効果を考慮する必要
がある. 本研究では Klemp and Wilhelmson (1978) を基に定式化と離散化につい
て再考察する. 2.1 節では Klemp and Wilhelmson (1978) を基に直交直線座標系
における定式化と, 斉藤 (1999) を基に地形に沿った座標系における定式化を示す.

2.2 節では境界条件を示し, 2.3 節では地形に沿った座標系における基礎方程式の
離散化を示す. 第 3 章では, 具体的な値がわからない音波減衰項と数値粘性項の係
数を決め, 音波とサーマルの計算を行った結果を示す.
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第2章 乾燥大気における準圧縮モデ
ルの定式化と離散化

本章では, 乾燥大気における 3 次元準圧縮モデルの定式化と離散化について述べ
る. Klemp and Wilhelmson (1978) に従って, 直交直線座標系の定式化を示す. 次
に, 斉藤 (1999) に従って地形に沿った座標系の定式化を示す.

2.1 準圧縮モデルの定式化

準圧縮モデルの定式化をまとめると以下のようになる:

• 力学過程の基礎方程式系は非静力学・準圧縮系である. 座標系は 3 次元の地
形に沿った座標系である.

• 力学過程の予報変数は速度 3 成分, 圧力, 温位である.

• サブグリッドスケールの乱流モデルは乱流運動エネルギーを予報する 1.5 次
のクロージャモデル.

2.1.1 変数と基本場の定義

力学過程の予報変数は x, y, z 方向の速度 u, v, w と無次元化した圧力 (エクスナー
関数) Π(≡ (p/p0)

Rd/cp) および温位 θ(≡ T (p0/p)Rd/cp) の 5 つである. これら 5 つ
の予報変数は空間の座標 x, y, z と時間の座標 t である. ここで T は温度, p0 は地
表面での圧力, cp は定圧比熱, Rd は乾燥空気の気体定数である. 密度 ρ は乾燥空
気の状態方程式

Π =

(
Rd

p0

ρθ

)Rd/cv

(2.1)
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から得られる.

変数と基礎方程式系を基本場とそこからの偏差に分離する. 分離する変数は u, v, w, Π, θ

および ρ である. 基本場の変数を上付きバー (̄ ) で, 偏差の変数を上付きプライム
(′) で表す. ある変数 φ は

φ = φ̄ + φ′ (2.2)

と分離される. 以下では簡単のため, エクスナー関数の偏差 Π′ を π と表し, 速度
u′, v′, w′ を単に u, v, w と表す.

基本場は水平一様 (z のみの関数) かつ静止している (ū = v̄ = w̄ = 0) 状態とする.

基本場において, 鉛直方向の運動方程式は静水圧平衡の式となる:

∂Π̄

∂z
= − g

cpθ̄
. (2.3)

基本場の密度は

ρ̄ =
p0

Rd

Π̄cv/Rd

θ̄
(2.4)

である.

2.1.2 直交直線座標系における基礎方程式系

基礎方程式は x, y, z 方向の運動方程式, 熱力学の式, 準圧縮系の圧力方程式である.

x, y, z 方向の運動方程式は

dui

dt
+ cpθ̄

∂π

∂xi

= δi3g

[
θ

θ̄
− 1

]
− εi3kfuk + Dui

(2.5)

である. i = 1, 2, 3 で, それぞれ x, y および z 成分を表す. f はコリオリパラメー
タである. Dui

は 3 方向の運動方程式におけるサブグリッドスケールの乱流に伴
う拡散項である. 以下では, サブグリッドスケールの乱流に伴う拡散項を単に拡散
項という. 3 方向の運動方程式の拡散項の表現については 2.1.3節で述べる.

圧力方程式は

∂π

∂t
+

c̄2

cpρ̄θ̄2

∂

∂xj

(
ρ̄θ̄uj

)
= fπ, (2.6)

fπ = −uj
∂π

∂xj

+
Rdπ

cv

∂uj

∂xj

+
c2

cpθ2

dθ

dt
(2.7)
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である. c は音波で以下のように表される:

c2 =
cpRd

cv

Πθ. (2.8)

熱力学の式は

dθ

dt
= Dθ (2.9)

である. Dθ は熱力学の式における拡散項であり, 熱力学の式の拡散項の表現につ
いては 2.1.3節で述べる.

密度は乾燥空気の状態方程式 (2.1)より診断的に得られる:

ρ =
p0

Rd

Πcv/Rd

θ
. (2.10)

2.1.3 直交直線座標系におけるサブグリッドスケールの拡散

Dui
, Dθ はサブグリッドスケールにおける乱流に伴う拡散を表す. 直交直線座標系

における 3 方向の運動方程式 (2.5)と熱力学の式 (2.9)の拡散項 Dui
, Dθ は, それ

ぞれ,

Dui
= − ∂

∂xj

u′′i u
′′
j , (2.11)

Dθ = − ∂

∂xj

u′′j θ′′. (2.12)

u′′i u
′′
j は運動量フラックス, u′′i θ′′ は熱フラックスを表す. 各拡散項 Duj

, Dθ は導出
は付録A.2節に示す.

Klemp and Wilhelmson (1978) に従って, 変動成分を

u′′i u
′′
j = −Km

(
∂uj

∂xi

+
∂ui

∂xj

)
+

2

3
δijE, (2.13)

u′′j θ′′ = Kh
∂θ

∂xj

(2.14)

と仮定する. Km は運動量渦拡散係数, Kh は熱渦拡散係数である. E は

E ≡ 1

2

(
u′′ + v′′ + w′′

)
(2.15)

で与えられるサブグリッドスケールの乱流運動エネルギーである.
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Km は以下の時間発展方程式から求められる:

dKm

dt
= −3g

θ̄

∂θ

∂z
+ 2C2

ml2
(

∂uj

∂xj

)2

+
1

2
|εijk|C2

ml2
(

∂uj

∂xi

+
∂ui

∂xj

)2

−1

3
δijKm

(
∂ui

∂xj

)
+

1

2
δij

(
∂2K2

m

∂xi∂xj

)
+ δij

(
∂Km

∂xi

) (
∂Km

∂xj

)

−
(

Cε

2Cml2

)
K2. (2.16)

Km に関する上式 (2.16)はサブグリッドスケールの乱流運動エネルギーの時間発
展方程式から得られる. 式 (2.16)の導出は付録A.2に示す. E と Km の関係は

E =
(

Km

Cml

)2

. (2.17)

Km と Kh の関係は

Kh = 3Km (2.18)

とする (Deardorff, 1972). ここで l は混合距離で l = (∆x∆y∆z)1/3 である. Dear-

dorff (1975) によるとCε = Cm = 0.2 である.

Klemp and Wilhelmson (1978) 中の離散化された運動量渦拡散係数に関する方程
式には, (2.16)中の右辺第 4 項と第 6 項

1

3
δijKm

(
∂uj

∂xj

)
, (2.19)

δij

(
∂Km

∂xj

)2

(2.20)

が書かれていないので注意が必要である.

2.1.4 地形に沿った座標系における基礎方程式系

図 2.1のような地形に沿った座標 (x∗, y∗, z∗) は以下のように定義される:

x∗ = x,

y∗ = y,

z∗ = z∗(x, y, z)

かつ,

z∗ ≡ H {z − zs(x
∗, y∗)}

H − zs(x∗, y∗)
. (2.21)
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zs(x
∗, y∗) は地表面の高さ, H はモデル領域の高さとする. 地形に沿った座標系に

おける速度 (u∗, v∗, ω) は

u∗ = u, (2.22)

v∗ = v, (2.23)

ω = G13u + G23v +
1

G1/2
w (2.24)

である (速度の導出は付録A.1節参照). ただし

G1/2 =
H − zs

H
, (2.25)

G13 =
z∗ −H

H − zs

∂zs

∂x
, (2.26)

G23 =
z∗ −H

H − zs

∂zs

∂y
(2.27)

である. 地形に沿った座標系における空間微分は付録 A.1節の式 (A.10)～(A.12)

のように定義される.

z=H

z=0

Zs=(x,y)

z*=const

x,y=
const

v

u, v

w

u*, v*ω

図 2.1: 直線直交座標系における速度 (u, v, w) と地形に沿った座標系における速度
(u∗, v∗, ω).

地形に沿った座標系の静水圧平衡の式と基礎方程式は以下のようになる. 静水圧平
衡の式は

∂Π̄

∂z∗
= −G1/2g

cpθ̄
. (2.28)

である.
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x, y, z∗ 方向の運動方程式はそれぞれ以下のように表される:

∂u

∂t
+ u

∂u

∂x
+ v

∂u

∂y
+ ω

∂u

∂z∗
+ cpθ̄

(
∂π

∂x
+ G13 ∂π

∂z∗

)
= fv + Du, (2.29)

∂v

∂t
+ u

∂v

∂x
+ v

∂u

∂y
+ ω

∂v

∂z∗
+ cpθ̄

(
∂π

∂y
+ G23 ∂π

∂z∗

)
= −fu + Dv, (2.30)

∂w

∂t
+ u

∂w

∂x
+ v

∂w

∂y
+ ω

∂w

∂z∗
+

cpθ̄

G1/2

∂π

∂z∗
= g

[
θ

θ̄
− 1

]
+ Dw. (2.31)

上式 (2.29)～(2.31)中の拡散項 Du, Dv, Dw はそれぞれ次節の (2.36), (2.37)および
(2.38)である.

圧力方程式は

∂π

∂t
+

c̄2

cpρ̄θ̄2

{
∂

(
ρ̄θ̄u

)

∂x
+

∂
(
ρ̄θ̄v

)

∂y

+G13
∂

(
ρ̄θ̄u

)

∂z∗
+ G23

∂
(
ρ̄θ̄v

)

∂z∗
+

1

G1/2

∂
(
ρ̄θ̄w

)

∂z∗

}

= fπ, (2.32)

fπ = −u
∂π

∂x
− v

∂π

∂y
− ω

∂π

∂z∗

+
Rdπ

cv

{
∂u

∂x
+

∂v

∂y
+

(
G13 + G23 +

1

G1/2

)
∂w

∂z∗

}

+
c2

cpθ2

{
∂θ

∂t
+

∂θ

∂x
+

∂θ

∂y
+

(
G13 + G23 +

1

G1/2

)
∂θ

∂z∗

}
. (2.33)

Klemp and Wilhelmson (1978) に従って fπ = 0 とする. fπ = 0 とすることは圧力
方程式を線形化し, 非断熱項 ((2.33)の θ の項) を無視することを意味する.

熱力学の式は

∂θ

∂t
+ u

∂θ

∂x
+ v

∂θ

∂y
+ ω

∂θ

∂z∗
= Dθ (2.34)

である. 上式 (2.34)中の拡散項 Dθ は次節の (2.39)である.

密度は, 地形に沿った座標系における乾燥大気の状態方程式から診断的に得られる:

ρ =
p0

Rd

Πcv/Rd

θ
. (2.35)
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2.1.5 地形に沿った座標系におけるサブグリッドスケールの拡散

地形に沿った座標系における拡散項と運動量渦拡散係数の時間発展方程式は以下
のように表される.

x, y, z∗ 方向の運動方程式 (2.29)～(2.31)中の拡散項は, それぞれ,

Du = 2

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂u

∂x
+ G13 ∂u

∂z∗

)}

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂u

∂y
+

∂v

∂x
+ G23 ∂u

∂z∗
+ G13 ∂v

∂z∗

)}

+
1

G1/2

∂

∂z∗

{
Km

(
∂w

∂x
+

1

G1/2

∂u

∂z∗
+ G13 ∂w

∂z∗

)}

−2

3

(
∂E

∂x
+ G13 ∂E

∂z∗
+

∂E

∂y
+ G23 ∂E

∂z∗
+

1

G1/2

∂E

∂z∗

)
(2.36)

Dv =

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂v

∂x
+

∂u

∂y
+ G23 ∂u

∂z∗
+ G13 ∂v

∂z∗

)}

+2

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂v

∂y
+ G23 ∂v

∂z∗

)}

+
1

G1/2

∂

∂z∗

{
Km

(
∂w

∂y
+

1

G1/2

∂v

∂z∗
+ G23 ∂w

∂z∗

)}

−2

3

(
∂E

∂x
+ G13 ∂E

∂z∗
+

∂E

∂y
+ G23 ∂E

∂z∗
+

1

G1/2

∂E

∂z∗

)
(2.37)

Dw =

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂w

∂x
+

1

G1/2

∂u

∂z∗
+ G13 ∂w

∂z∗

)}

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂w

∂y
+

1

G1/2

∂v

∂z∗
+ G23 ∂w

∂z∗

)}

+2
1

G1/2

∂

∂z∗

(
Km

1

G1/2

∂w

∂z∗

)

−2

3

(
∂E

∂x
+ G13 ∂E

∂z∗
+

∂E

∂y
+ G23 ∂E

∂z∗
+

1

G1/2

∂E

∂z∗

)
. (2.38)

熱力学の式 (2.34)中の拡散項は

Dφ =

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) (
Kh

∂θ

∂x
+ KhG

13 ∂θ

∂z∗

)

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) (
Kh

∂θ

∂y
+ KhG

23 ∂θ

∂z∗

)
+

1

G1/2

∂

∂z∗

(
Kh

G1/2

∂θ

∂z∗

)
.(2.39)
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運動量渦拡散係数の時間発展方程式は

∂Km

∂t
= −

(
u
∂Km

∂x
+ v

∂Km

∂y
+ ω

∂Km

∂z∗

)
− 3gC2

ml2

2θ̄G1/2

∂θe

∂z∗

+C2
ml2

{(
∂u

∂x
+ G13 ∂u

∂z∗

)2

+

(
∂v

∂y
+ G23 ∂v

∂z∗

)2

+

(
1

G1/2

∂w

∂z

)2}

+
C2

ml2

2

{(
∂v

∂x
+ G13 ∂v

∂z∗
+

∂u

∂y
+ G23 ∂u

∂z∗

)2

+

(
∂w

∂x
+ G13 ∂w

∂z∗
+

1

G1/2

∂u

∂z

)2

+

(
∂w

∂y
+ G23 ∂w

∂z∗
+

1

G1/2

∂v

∂z

)2}

−Km

3

(
∂u

∂x
+ G13 ∂u

∂z∗
+

∂v

∂y
+ G23 ∂v

∂z∗
+

1

G1/2

∂w

∂z

)

+
1

2

{(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) (
∂K2

m

∂x
+ G13∂K2

m

∂z∗

)

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) (
∂K2

m

∂y
+ G23∂K2

m

∂z∗

)
+

1

G1/2

∂K2
m

∂z∗

}

+

(
∂Km

∂x
+ G13∂Km

∂z∗

)2

+

(
∂Km

∂y
+ G23∂Km

∂z∗

)2

+

(
1

G1/2

∂Km

∂z

)2

− Cε

2Cml2
K2

m (2.40)

である.

2.2 境界条件

下部境界 (z∗ = 0) と上部境界 (z∗ = H)では境界を横切る流れがないとする. 上
下境界における境界条件はそれぞれ

ω = 0 (z∗ = 0), (2.41)

ω = u
∂zs

∂x
+ v

∂zs

∂y
(z∗ = H) (2.42)

である. 側面境界では周期境界条件を用いる.
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2.3 基礎方程式系の離散化

2.3.1 離散化の概要

基礎方程式の離散化は有限差分法を用いる. 離散化された方程式系の具体的な形
は付録C.3節に詳述した. 本節では, 本数値モデルで用いる有限差分法について簡
単にまとめる.

空間微分の離散化は中心差分を用いる. 格子構造はスタッガード格子とし, 水平方
向は Arakawa C グリッド, 鉛直方向は Lorenz グリッドを用いる (付録 C.1節参
照). 中心差分による計算不安定を抑えるために, 数値粘性項を圧力方程式以外の
移流項に加える. 数値粘性項の詳細は 2.3.2節で述べる.

時間微分の離散化は, 音波に関係する項を短い時間間隔 ∆τ で解き, それ以外の項
を長い時間間隔 ∆t で解く時間分割法を用いる (付録C.2節参照). 音波に関する項
のうち, 水平方向を陽解法で, 鉛直方向を陰解法で解く. この方法を水平陽解-鉛直
陰解法 (HE-VI 法)という. 短い時間間隔で解く項のうち, 水平方向を前進差分で
鉛直方向を後退差分で解く. 長い時間間隔で解く項は leap-frog 法で解く. 時間分
割法かつ HE-VI 法を用いたときの計算不安定を抑えるために, 短い時間間隔で積
分する運動方程式中に音波減衰項を加える音波減衰項の詳細は 2.3.3節で述べる.

また, Leap-frog 法を用いて解いた解には Asselin の時間フィルタ (Asselin, 1972)

を適用するAsselin の時間フィルタの詳細は 2.3.4節で述べる.

2.3.2 数値粘性項

本数値モデルでは移流項を 2 次精度の中心差分で離散化する. この場合, 移流計算
をするとノイズが生じることがある. そこで以下のような数値粘性項を, 運動方程
式 (2.29)～(2.31)および熱力学の式 (2.34)の移流項に加える:

Diff.φ = νh

[
∂2φ

∂x2
+

∂2φ

∂y2

]
+ νv

∂2φ

∂z∗2
. (2.43)

ただし φ = u, v, w, θ とし,

νh = αh
∆x∆y

∆t
, (2.44)

νv = αv
∆z∗2

∆t
(2.45)
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である. 坪木ら (2001) によると, 安定な計算のためには

νh ≤ 1

8

∆x∆y

∆t
, (2.46)

νv ≤ 1

8

∆z∗2

∆t
(2.47)

でなければならない.

2.3.3 音波減衰項

Skamarock and Klemp (1992) は, 時間分割法かつ HE-VI 法を用いた場合, 不安定
な音波モードが励起し成長することがあると指摘した. 不安定なモードを除去す
るために, 発散に重みをかけた音波減衰項 αDivを人工的に加える. 具体的には運
動方程式 (2.29)～(2.29)中の π を π − αDiv に置き換える. 音波減衰項は

αDiv = α

(
∂u

∂x
+ G13 ∂u

∂z∗
+

∂v

∂y
+ G23 ∂v

∂z∗
+

1

G1/2

∂w

∂z∗

)
(2.48)

で与えられる. Skamarock and Klemp (1992) によると, 安定な計算のためには

α ≤ 5× 10−6 × ∆x2

∆τ
(2.49)

でなければならない.

2.3.4 Asselin の時間フィルタ

Leap-frog法を用いて時間積分する場合,数値解として計算モードが得られる. 計算
モードを減衰させるため Asselin (1972)が示した時間フィルタを用いる. ∂φ/∂t = F

という方程式を解く場合,

φ∗t+∆t = φt−∆t + 2∆tF ∗t (2.50)

と離散化される. アスタリスク (*) 付変数はフィルタがかけられていない量とす
る. 予報変数 φt+∆t を求めた後,

φt = φ∗t + µa

(
φ∗t+∆t − 2φ∗t + φt−∆t

)
(2.51)

のようにフィルタリングする. 次の時刻 t + ∆t における値を求めるとき, (2.51)で
フィルタリングした φt をφt−∆t として解く. Asselin (1972)によると, µa の条件は

0 < µa <
1

3
(2.52)

である. ここでは µa = 0.1 とする.
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第3章 数値実験

前章で示した数理モデルを基にして 2 次元非静力対流モデルを作成した. 本章で
は, 音波減衰項の係数 α と数値粘性項の係数 νh, νv の具体的な値を決めるために
行った数値実験の結果を示す.

3.1 数値実験の概要

作成した数値モデルは以下の点で前章で示した数理モデルと異なる:

• x, z∗ 方向の 2 次元.

• 地形なし. ただし数値コードにはマップファクターを入れてある.

• 運動量拡散係数, 熱拡散係数, 乱流運動エネルギーは定数.

基本場における地表面圧力を 105 Pa,基本場の地表面温度を 300 K とする. その
他の設定は数値実験毎に異なるので各節で示す.

ソースコードは Fortran 90 で記述した. 圧力方程式を解く際, Fujitsu Fortran &

C Package ver. 3 の SSL II (Scientific Subroutine Library II) を使用した. 使用し
た計算機の CPU は Intell Pentium III 600 Mhz, メモリは 256 MB である.

行った数値実験は以下の 4 つである:

1. 数値粘性項の係数を決めるのための計算.

2. 音波の計算.

3. 音波減衰項の係数を決めるのための計算.

4. サーマルの計算.
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3.2 数値実験

3.2.1 数値粘性項の係数を決めるための計算

適当な νh と νv の値を決めるために, 数値粘性項を加えた移流拡散方程式

∂φ

∂t
+ uj

∂φ

∂xj

+ Diff.φ = 0 (3.1)

を解く. 速度場は常に一定であり, u = 10 m/s, w = 0 m/s として与える.

数値粘性項の係数 νh, νv の条件は (2.46)と (2.47)である. 表 3.1の示す設定におい
ては

νh ≤ 1.25× 105, (3.2)

νv ≤ 3.125× 104 (3.3)

である. ここでは以下のように値を変えて数値実験を行う:

case 1-1 : νh = 0, νv = 0 (数値粘性項がない場合).

case 1-2 : νh = 5.0× 103, νv = 1.25× 103 .

case 1-3 : νh = 5.0× 102, νv = 1.25× 102 .

case 1-4 : νh = 5.0, νv = 1.25 .

case 1-1 ～ 1-4 の数値実験を行う際の設定を表 3.1に示す.

図 3.1～図 3.4の結果から, 数値粘性項の係数として νh = 5.0, νv = 1.25 が適当で
あることがわかる. 数値粘性項を追加した図 3.2～図 3.4のうち, もっとも安定なも
のは図 3.4である. 図 3.2では t = 500 あたりで数値計算によって出てきたノイズ
が φ よりも大きくなっている. 図 3.3では t = 750 あたりで φ の後ろにノイズが
出てきている. 図 3.3と図 3.4を比べると, φ の後ろに出ているノイズが小さいの
は図 3.4である. φ の擾乱に対してノイズの大きさが 20 % 程度である図 3.4が適
当である.
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表 3.1: case 1-1～1-2 の数値実験における設定.
水平計算領域 : 2.4 ×104 m

鉛直計算領域 : 1.0 ×104 m

水平格子間隔 ∆x : 1.0 ×103 m

鉛直格子間隔 ∆z∗ : 5.0×102 m (z∗ 方向に等間隔)

長い時間間隔 ∆t : 1 s

計算時間 t : 10,000 s

初期擾乱 : 中心 (x, z∗) = (5.0× 103, 5.0× 103), 振幅 5.0× 102 Pa,

半振幅 x =
√

5.0× 103, z∗ =
√

5.0× 103 の
2 次元ガウス型の温位

水平速度 10 m/s (一定値)

鉛直速度 0 m/s (一定値)

図 3.1: case 1-1 における温位の計算結果. 左から順に時刻 t = 0, t = 250, t =

500, t = 750, t = 1000 s における温位の偏差の時間-z∗軸断面図.
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図 3.2: case 1-2 における温位の計算結果. 左から順に時刻 t = 0, t = 250, t = 500

s における温位の偏差の時間-z∗軸断面図.

図 3.3: case 1-3 における温位の計算結果. 左から順に時刻 t = 0, t = 250, t =

500, t = 750, t = 1000 s における温位の偏差の時間-z∗軸断面図.
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図 3.4: case 1-4 における温位の計算結果. 左から順に時刻 t = 0, t = 250, t =

500, t = 750, t = 1000 s における温位の偏差の時間-z∗軸断面図.
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3.2.2 音波の計算

準圧縮モデルでは解に音波が含まれる. HE-VI 法で音波が正しく計算できている
かを確認するため,

• 音速で伝播する波が存在する (case 2-1, case 2-2).

• ∆τ を変えたとき鉛直方向に伝わる音波の減衰の度合が変わる (case 2-1 と
case 2-3 の比較).

かどうかを調べる. そのための数値実験として

case 2-1 : ∆τ = 1 s, 初期擾乱として, x 方向一様で, 中心 x = 1.2× 104 m, 振
幅 5.0× 102 Pa, 半値幅 1.0× 103 m のガウス型の圧力を与える.

case 2-2 : ∆τ = 1 s, 初期擾乱として, z∗ 方向一様で, 中心 z∗ = 5.0× 104 m,

振幅 5.0× 102 Pa, 半値幅
√

5.0× 103 m のガウス型の圧力を与える.

case 2-3 : ∆τ = 0.1 s, その他の設定は case 2-1 と同じ.

を行う. case 2-1 ～ 2-3 の数値実験を行う際の設定を表 3.2に示す. ここでは音波
のみを見るため, 重力加速度を 0 とし, 移流項, コリオリ項, 浮力項, 拡散項および
音波減衰項は全て 0 とする.
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表 3.2: case 2-1～2-3 の数値実験における設定.

水平計算領域 : 2.4 ×104 m

鉛直計算領域 : 1.0 ×104 m

水平格子間隔 ∆x : 1.0 ×103 m

鉛直格子間隔 ∆z∗ : 5.0×102 m (z∗ 方向に等間隔)

短い時間間隔 ∆τ : 1.0 s または 1.0 ×10−1 s

計算時間 t : 1.0 ×102 s

初期擾乱 : x 方向一様で, 中心 x = 1.2× 104 m, 振幅 5.0× 102 Pa,

半値幅 1.0× 103 m のガウス型の圧力
または
z∗ 方向一様で, 中心 z∗ = 5.0× 104 m, 振幅 5.0× 102 Pa,

半値幅
√

5.0× 103 m のガウス型の圧力
基本場 : 等温 (300 K) , 等圧大気

図 3.5～図 3.8の実験結果から, 鉛直速度, 水平速度およびエクスナー関数の偏差が
ほぼ音速で伝播していることがわかる. 基本場から計算される音速は

c̄ =
(

cpRd

cv

Π̄θ̄
)1/2

∼ 339 m/s (3.4)

である. ただし cp = 1.952 × 103 J K−1 kg−1, cv = 1.463 × 103 J K−1 kg−1, Rd =

2.87× 102 J K−1 kg−1 とした. 図 3.5と図 3.6では, それぞれ鉛直速度の偏差とエク
スナー関数の偏差が t = 15 s 後に z∗ = 5.0× 103 m に達していることがわかる. こ
れより見積もった音速の大きさは約 333 m/s である. 図 3.7と図 3.8では, それぞ
れ鉛直速度とエクスナー関数の偏差が共に t = 35 s 後に z∗ = 1.2× 104 m に達し
ているので, 音速の大きさは約 343 m/s である.

図 3.9～図 3.12の実験結果から, 鉛直方向に伝わる音波が減衰されることが確認で
きる. 短い時間間隔が 1 s である図 3.9と図 3.10の波の振幅は, 始めの 1 周期に比
べて約 1/2 になっている. 短い時間間隔を 1/10 にした図 3.11と図 3.12の波の振
幅は, 減衰がほとんどみられない. ∆τ を小さくすると, 減衰の度合が小さくなっ
ていることがわかる.
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図 3.5: case 2-1 における音波の計算結果 . 鉛直速度の偏差の x = 1.2× 104 m に
おける時間- z∗ 軸断面図.

図 3.6: case 2-1 における音波の計算結果 . エクスナー関数の偏差の x = 1.2× 104

m における時間- z∗ 軸断面図.
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図 3.7: case 2-2 における音波の計算結果 . 鉛直速度の偏差の z∗ = 5.0× 103 m に
おける時間- x 軸断面図.

図 3.8: case 2-2 における音波の計算結果 . エクスナー関数の偏差の z∗ = 5.0× 103

m における時間- x 軸断面図.
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図 3.9: case 2-1 における音波の計算結果. (x, z∗) = (2.0× 103, 5.0× 103) における
鉛直速度の偏差の時間変化.

図 3.10: case 2-1 における音波の計算結果. (x, z∗) = (2.0× 103, 5.0× 103) におけ
るエクスナー関数の偏差の時間変化.
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図 3.11: case 2-3 における音波の計算結果. (x, z∗) = (2.0× 103, 5.0× 103) におけ
る鉛直速度の偏差の時間変化.

図 3.12: case 2-3 における音波の計算結果. (x, z∗) = (2.0× 103, 5.0× 103) におけ
るエクスナー関数の偏差の時間変化.
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3.2.3 音波減衰項の係数を決めるための計算

音波減衰項の係数 α の条件は (2.49)で与えられる. 表 3.3の示す設定においては
∆x = 1.0× 103 m, ∆τ = 1.0 s なので, 音波減衰項の係数の条件は

α ≤ 2.5 (3.5)

となる. 適当な α を決めるために以下のように値を変えて数値計算を行う:

case 3-1 : α = 0 (音波減衰項がない場合).

case 3-2 : α = 2.5× 10−2.

case 3-1 と 3-2 の数値実験を行う際の設定を表 3.3に示す. ここでは音波のみを見
るため, 移流項, コリオリ項, 浮力項, 拡散項および音波減衰項は全て 0 とする.

表 3.3: case 3-1～3-2 の数値実験における設定.
水平計算領域 : 2.4 ×104 m

鉛直計算領域 : 1.0 ×104 m

水平格子間隔 ∆x : 1.0 ×103 m

鉛直格子間隔 ∆z∗ : 5.0 ×102 m (z∗ 方向に等間隔)

短い時間間隔 ∆τ : 1 s

計算時間 t : 1.0 ×104s

初期擾乱 : 中心 (x, z∗) = (1.2× 104, 5.0× 103), 振幅 5.0× 102 Pa,

半振幅 x =
√

5.0× 103, z∗ = 1.0× 103 の
2 次元ガウス型の圧力 (図 3.13)

基本場 : 等温 (300 K) 大気, 静水圧平衡

図3.14～図3.17の実験結果から,音波減衰項の係数として適当な値はα = 2.5×10−2

であることがわかる. 音波減衰項を加えない場合の図 3.15では, t = 9000 s あたり
でエクスナー関数の偏差の振幅は 1038 Pa であり, 既に計算が破綻している. これ
に対し, 図 3.17を見ると α = 2.5× 10−2 とした場合のエクスナー関数の偏差の振
幅は, t = 9100 s あたりでも 10−5 程度で十分減衰されている.
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図 3.13: 初期擾乱として与えた圧力をエクスナー関数に変換したもの. 与えた
初期擾乱は, 中心 (x, z∗) = (1.2 × 104, 5.0 × 103), 振幅 5.0 × 102 Pa, 半振幅 x =√

5.0× 103, z∗ = 1.0× 103 の 2 次元ガウス型の圧力である.
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図 3.14: case 3-1 における音波の計算結果. エクスナー関数の偏差について, 時刻
t = 0 ～ 250 s 間, z∗ = 5.0× 103 における時間- x 軸断面図.

図 3.15: case 3-1 における音波の計算結果. エクスナー関数の偏差について, 時刻
t = 9000 ～ 9250 s 間, z∗ = 5.0 × 103 における時間- x 軸断面図. ただし上のカ
ラーバーとではコンターが異なることに注意.
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図 3.16: case 3-2 における音波の計算結果. エクスナー関数の偏差について, 時刻
t = 0 ～ 250 s 間, z∗ = 5.0× 103 における時間- x 軸断面図.

図 3.17: case 3-2 における音波の計算結果. エクスナー関数の偏差について, 時刻
t = 9000 ～ 9250 s 間, z∗ = 5.0 × 103 における時間- x 軸断面図. ただし上のカ
ラーバーとではコンターが異なることに注意.
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3.2.4 サーマルの計算

前節までに得られた安定計算に必要な音波減衰項と数値粘性項の係数を用いて,

サーマルの数値実験を行う. サーマルの計算によって, 浮力によって駆動される流
れを計算できるかを確認する. サーマルの計算に用いた数値モデルには拡散項が
加えられている. 運動量渦拡散係数として一定値 (10, 50, 100 m2/s) を用いる:

case 4-1 : Km = 10 m2/s

case 4-2 : Km = 50 m2/s

case 4-3 : Km = 100 m2/s

case 4-1 ～ 4-3 の数値実験を行う際の設定を表 3.4に示す. ここでの数値モデルは
コリオリ項のみ 0 とする.

表 3.4: case 4-1～4-3 の数値実験における設定.
水平計算領域 : 2.4 ×104 m

鉛直計算領域 : 1.0 ×104 m

水平格子間隔 ∆x : 1.0 ×103 m

鉛直格子間隔 ∆z∗ : 5.0×102 m (z∗ 方向に等間隔)

短い時間間隔 ∆τ : 2 s

長い時間間隔 ∆t : 10 s

計算時間 t : 2.0 ×103 s

初期擾乱 : 中心 (x, z∗) = (1.2× 104, 0.0), 振幅 5.0× 102 m,

半振幅 x =
√

5.0× 103, z∗ =
√

5.0× 103 の
2 次元ガウス型の温度

基本場 : z∗ = 5000 m まで乾燥断熱減率で温度減少,

z∗ = 5000 m より上は z∗ = 5000 m での温度で
等温, 静水圧平衡

音波減衰項の係数 α : 2.5× 10−2

水平数値粘性項の係数 νh : 5.0

鉛直数値粘性項の係数 νv : 1.25

図 3.18～ 図 3.32の結果から, 上昇するサーマルを表現できたことが確認できる.

case 4-1 ～ 4-3 のどれも t = 500 s あたりからサーマルが上昇し始めるのが確認で
きる. t = 800 s あたりでサーマルの先端が z∗ = 5000 m に達する. t = 800 s あた
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りで, z∗ = 5.0× 103 m で浮力を失いサーマルが潰れて水平に広がっていくのがわ
かる.

サーマルの数値実験において, t = 700 s あたり (図 3.20,図 3.25および図 3.30) で
下部境界付近から擾乱が生じている. t = 1000 s である図 3.22,図 3.27および図
3.32では, さらに大きくなっている. この擾乱は 2 次精度の中心差分での移流計算
によるノイズであると考えられる. 運動量渦拡散係数を大きくするとノイズが小
さくなることからいえる.

図 3.18: case 4-1 における時刻 t = 0 s での温位の偏差の計算結果.
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図 3.19: case 4-1 における時刻 t = 500 s での温位の偏差の計算結果.

図 3.20: case 4-1 における時刻 t = 700 s での温位の偏差の計算結果.
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図 3.21: case 4-1 における時刻 t = 800 s での温位の偏差の計算結果.

図 3.22: case 4-1 における時刻 t = 1000 s での温位の偏差の計算結果.
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図 3.23: case 4-2 における時刻 t = 0 s での温位の偏差の計算結果.

図 3.24: case 4-2 における時刻 t = 500 s での温位の偏差の計算結果.
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図 3.25: case 4-2 における時刻 t = 700 s での温位の偏差の計算結果.

図 3.26: case 4-2 における時刻 t = 800 s での温位の偏差の計算結果.



第 3章 数値実験 34

図 3.27: case 4-2 における時刻 t = 1000 s での温位の偏差の計算結果.

図 3.28: case 4-3 における時刻 t = 0 s での温位の偏差の計算結果.
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図 3.29: case 4-3 における時刻 t = 500 s での温位の偏差の計算結果.

図 3.30: case 4-3 における時刻 t = 700 s での温位の偏差の計算結果.
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図 3.31: case 4-3 における時刻 t = 800 s での温位の偏差の計算結果.

図 3.32: case 4-3 における時刻 t = 1000 s での温位の偏差の計算結果.
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第4章 まとめ

本研究では, 地形に沿った座標系における非静力学モデルを作成するための基礎と
なるべき定式化と離散化を示した. 直交直線座標系における定式化は Klemp and

Wilhelmson (1978) に従い, 地形に沿った座標系は斉藤 (1999) に従って定式化を
示した. 離散化では計算不安定を抑えるため, 音波減衰項と数値粘性項を人工的に
加え, Asselin (1972) の時間フィルターを用いた.

定式化の際, Klemp and Wilhelmson (1978) の数理モデルには消去されている項が
あることを見つけた. 本論文中のサブグリッドスケールの乱流運動エネルギー方程
式中の項 (2.19)と (2.20)が, Klemp and Wilhelmson (1978) では離散化の段階でな
くなっている. またこれらの項がないことに関する議論はない.

定式化と離散化を行った後, 乾燥大気について 2 次元の非静力学対流モデルを作
成した. 作成した数値モデルは音波と簡単なサーマルの計算ができる. 作成した数
値モデルを用いて数値実験を行った結果, 以下のことがわかった:

• ∆x = 1, 000 m, ∆τ = 1.0 s の場合, 音波減衰項の係数は α = 2.5× 10−2 が適
当である.

• ∆x = 1, 000 m, ∆τ = 1.0 s の場合, 数値粘性項の係数は νh = 5.0, νv = 1.25

が適当である.

本研究で作成した数値モデルに運動量渦拡散係数の時間発展方程式を組み込むと,

2 次元非静力学対流数値モデルが完成する. 運動量渦拡散係数の式を組み込んだ数
値モデルを用いると, Klemp and Wilhelmson (1978) の離散化で抜けている 2 項
の効果を調べることができる.
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付 録A 乾燥大気における準圧縮モ
デルの定式化の補足

本章では主に第 2章の定式化で解説していないことについての詳細を述べる. 予報
変数, 基本場の設定や記号などは本文中と同じである.

A.1 地形に沿った座標系

ここでは基礎方程式系を地形に沿った座標系に変換するために, 座標系,速度およ
び空間微分の定義をする.

斉藤 (1999) 同様に, 地形に沿った座標 (x∗, y∗, z∗) を

x∗ = x,

y∗ = y,

z∗ = z∗(x, y, z)

とする. z∗ は (2.21)で定義される (図 2.1).

地形に沿った座標系での速度を (u∗, v∗, ω) とすると, 直交直線座標系での速度は

u = u∗
∂x

∂x∗
+ v∗

∂x

∂y∗
+ ω

∂x

∂z∗
, (A.1)

v = u∗
∂y

∂x∗
+ v∗

∂y

∂y∗
+ ω

∂y

∂z∗
, (A.2)

w = u∗
∂z

∂x∗
+ v∗

∂z

∂y∗
+ ω

∂z

∂z∗
(A.3)

と書ける. 上式 (A.1)-(A.3)を u∗, v∗, ω について解くと,

G1/2u∗ = uJyz
y∗z∗ + vJzx

y∗z∗ + wJxy
y∗z∗ , (A.4)



付 録A 乾燥大気における準圧縮モデルの定式化の補足 40

G1/2v∗ = uJyz
z∗x∗ + vJzx

z∗x∗ + wJxy
z∗x∗ , (A.5)

G1/2ω = uJyz
x∗y∗ + vJzx

x∗y∗ + wJxy
x∗y∗ (A.6)

を得る. ただし J は 2 次元のヤコビアンで, 例えば

Jyz
y∗z∗ ≡ ∂(y, z)

∂(y∗, z∗)

=

∣∣∣∣∣∣∣∣∣

∂y

∂y∗
∂y

∂z∗
∂z

∂y∗
∂z

∂z∗

∣∣∣∣∣∣∣∣∣
,

G は 3 次元のヤコビアンで

G ≡ ∂(x, y, z)

∂(x∗, y∗, z∗)

=

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

∂x

∂x∗
∂x

∂y∗
∂x

∂z∗
∂y

∂x∗
∂y

∂y∗
∂y

∂z∗
∂z

∂x∗
∂z

∂y∗
∂z

∂z∗

∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣∣

と定義される. したがって (2.21)を代入して整理すると, 地形に沿った座標系での
速度は

U = u, (A.7)

V = v, (A.8)

W = G13u + G23v +
1

G1/2
w (A.9)

と書ける.

直交直線座標系から地形に沿う座標系へ変換する場合, ある変数 φ の空間微分は

∂φ

∂x
=

∂φ

∂x
+ G13 ∂φ

∂z∗
, (A.10)

∂φ

∂y
=

∂φ

∂y
+ G23 ∂φ

∂z∗
, (A.11)

∂φ

∂z
=

1

G1/2

∂φ

∂z∗
(A.12)

となる.
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A.2 サブグリッドスケールの拡散

予報変数A(= u, v, w, π, θ, qv, qc, qr)をグリッドスケールで表現できる平均成分 (A)

と格子間隔以下 (サブグリッドスケール)の運動を表す変動成分 (A′′)に分ける:

A = A + A′′.

平均の方法としてレイノルズ平均を用いる. このとき平均成分と変動成分は

A′′ = 0,

AB = A B + A′′B′′,

A′′B = 0

を満たす.

直交直線座標系における運動方程式, 連続の式に対してレイノルズ平均操作を行
うと,

∂ui

∂t
+ uj

∂ui

∂xj

+ cpΘ̄v
∂π

∂xi

= δi3g

[
θ

Θ̄
− 1

]

−εi3kfuk − ∂

∂xj

u′′i u
′′
j , (A.13)

∂ρ

∂t
+

∂ρui

∂xi

= 0 (A.14)

を得る. ただし上付バーの混同を避けるため本節のみ, 基本場での θ を Θ̄ と表

す. 上式 (A.13)中の右辺第 3項− ∂

∂xj

u′′i u
′′
j が式 (2.5)中の Dui

である. Klemp and

Wilhelmson (1978) では, 連続の式を変形した圧力方程式にサブグリッドスケール
の拡散項 Dπ がある.

熱力学の式に対して同様な操作を行うと,

∂θ

∂t
+ uj

∂θ

∂xj

= − ∂

∂xj

u′′j θ′′. (A.15)

上式 (A.15)中の− ∂

∂xj

u′′j θ′′ が, それぞれ式 (2.9)の拡散項 Dθ である.

(A.13)の右辺第 3項に u′′i u
′′
j , (A.15)の右辺に u′′j φ′′ があるために, ui, π, θ, qv, qc, qr

に関して方程式系が閉じていない. 方程式を閉じるために, Klemp and Wilhelmson

(1978) では乱流運動エネルギーを用いた 1.5次のクロージャモデルを使っている.
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本数理モデルは Klemp and Wilhelmson (1978) に従う. このとき u′′i u
′′
j と u′′j θ′′ を

以下のように仮定する:

u′′i u
′′
j = −Km

(
∂uj

∂xi

+
∂ui

∂xj

)
+

2

3
δijE, (A.16)

u′′j θ′′ = Kh
∂θ

∂xj

. (A.17)

E, Km および Kh は本文中と同様にして求める.
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付 録B 湿潤大気における準圧縮モ
デルの定式化

本章では湿潤大気における 3 次元準圧縮モデルの定式化を示す.

基礎方程式系は, 3 方向の運動方程式と熱力学の式に加え, 水蒸気混合比の式, 雲
水混合比の式および雨水混合比の式である. x, y 方向の運動方程式は乾燥空気の場
合と同じある. z または z∗ 方向の運動方程式, 熱力学の式およびサブグリッドス
ケールの乱流運動エネルギー方程式は蒸発・凝結の効果を考えるため, 乾燥空気の
方程式と形が異なる.

B.1 変数の定義

湿潤大気における予報変数は

u : 速度の x 成分
v : 速度の y 成分
w : 速度の z 成分
Π : 無次元化した圧力 (エクスナー関数)

θ : 温位
qv : 水蒸気の混合比
qc : 雲水の混合比
qr : 雨水の混合比

であり, 空間の変数 x, y, z と時間の変数 t である.

密度は湿潤空気の状態方程式

p = ρRdT (1 + 0.61qv) (B.1)
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または

Π =

(
Rd

p0

ρθv

)Rd/cv

(B.2)

から診断的に与えられる. ただし本章での ρ は湿潤空気の密度とする. θv は仮温
位で

θv = θ (1 + 0.61qv) (B.3)

と表される.

B.2 基本場の定義と分離

変数と基礎方程式系を基本場とそこからの偏差に分離する. 分離する変数は u, v, w, Π, θ, qv, qc, qr

および ρ である. 基本場と偏差の表記は本文中と同じとする. ある変数 φ は

φ = φ̄ + φ′ (B.4)

と分離される. 以下では, 本文と同様に, エクスナー関数の偏差 Π′ を π と表し, 速
度 u′, v′, w′ を単に u, v, w と表す.

湿潤大気の場合の基本場は乾燥大気と同様の状態を考え, 水平一様 (z のみの関数)

な静止 (ū = v̄ = w̄ = 0) 状態とする. 基本場における無次元量の圧力と温位は,乾
燥大気と同様であり, 仮温位は

θ̄v = θ̄ (1 + 0.61q̄v) (B.5)

である. 湿潤大気における基本場において, 鉛直方向の運動方程式は静水圧平衡
の式

∂Π̄

∂z
= − g

cpθ̄v

(B.6)

となる.

基本場の密度は

ρ̄ =
p0

Rd

Π̄cv/Rd

θ̄v

(B.7)

である.
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B.3 直交直線座標系における基礎方程式系

本節では直交直線座標系における基礎方程式系を導出する. 湿潤大気の場合, 直交
直線座標系における基礎方程式は, 運動方程式, 熱力学の式, 準圧縮系の圧力方程
式, 水蒸気混合比の式, 雲水混合比の式および雨水混合比の式である.

運動方程式は

dui

dt
+ cpθ̄v

∂π

∂xi

= δi3g

[
θ

θ̄
− 1 + 0.61 (qv − q̄v)− qc − qr

]
− εi3kfuk + Dui

(B.8)

である. i = 1, 2, 3 で, それぞれ x, y および z 成分を表す. f はコリオリパラメー
タである. Dui

はサブグリッドスケールの乱流に伴う拡散項でありB.4節で述べる.

圧力方程式は

∂π

∂t
+

c̄2

cpρ̄θ̄2
v

∂

∂xj

(
ρ̄θ̄vuj

)
= fπ, (B.9)

fπ = −uj
∂π

∂xj

+
Rdπ

cv

∂uj

∂xj

+
c2

cpθ2
v

dθv

dt
(B.10)

である. Dπ はサブグリッドスケールの乱流に伴う拡散項, c は音波で

c2 =
cpRd

cv

Πθv (B.11)

と表され, c̄ は基本場での音波である. 圧力方程式 (B.10)はエクスナー関数を微分
したものと圧縮性流体の連続の式

∂ρ

∂t
+

∂

∂xj

(ρuj) = 0 (B.12)

から得られる.

熱力学の式,水蒸気混合比の式,雲水混合比の式および雨水混合比の式は,それぞれ,

dθ

dt
= Dθ + Mθ, (B.13)

dqv

dt
= Dqv + Mqv , (B.14)

dqc

dt
= Dqc + Mqc , (B.15)

dqr

dt
= Dqr + Mqr (B.16)
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である. それぞれの方程式中のMθ,Mqv ,Mqc ,Mqv は微物理過程に伴う生成・消滅
項である. Dθ, Dqv , Dqc , Dqv はサブグリッドスケールの乱流に伴う拡散項である.

生成・消滅項についてはB.5節で, 拡散項についてはB.4節で述べる.

密度は湿潤空気の状態方程式

ρ =
p0

Rd

Πcv/Rd

θv

(B.17)

より与えられる.

B.4 直交直線座標系におけるサブグリッドスケールの
拡散

乾燥大気の場合と同様に, レイノルズ平均を用いて, グリッドスケールの運動とサ
ブグリッドスケールの運動に分離する. 直交直線座標系における運動方程式, 連続
の式に対してレイノルズ平均操作を行うと,

∂ui

∂t
+ uj

∂ui

∂xj

+ cpΘ̄v
∂π

∂xi

= δi3g

[
θ

Θ̄
− 1 + 0.61

(
qv − Q̄v

)
− qc − qr

]

−εi3kfuk − ∂

∂xj

u′′i u
′′
j , (B.18)

∂ρ

∂t
+

∂ρui

∂xi

= 0 (B.19)

を得る. ただし上付バーの混同を避けるため本節でのみ, 基本場での θ, θv, qv をそ
れぞれ Θ̄, Θ̄v, Q̄v と表す.

また,熱力学の式,水蒸気・雲水・雨水の混合比の式に対しても同様な操作を行うと,

∂φ

∂t
+ uj

∂φ

∂xj

= − ∂

∂xj

u′′j φ′′. (B.20)

ただし φ = θ, qv, qc, qr である. 上式 (B.20)中の− ∂

∂xj

u′′j φ′′ が, それぞれ式 (B.13)

～(B.16)の拡散項 Dφ である.

(B.18)の右辺第 3項に u′′i u
′′
j , (B.20)の右辺に u′′j φ′′ があるために, ui, π, θ, qv, qc, qr

に関して方程式系が閉じていない. 方程式を閉じるために, 本数理モデルでは乾燥
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大気と同様にKlemp and Wilhelmson (1978) に従う. このとき u′′i u
′′
j と u′′j φ′′ を以

下のように仮定する:

u′′i u
′′
j = −Km

(
∂uj

∂xi

+
∂ui

∂xj

)
+

2

3
δijE, (B.21)

u′′j φ′′ = Kh
∂φ

∂xj

. (B.22)

E, Km および Kh を求める. E は以下の時間発展方程式から求められる:

dE

dt
= g

{
−AKh

∂θe

∂z
+ Kh (1− γA)

∂qv

∂z
+ Kh

∂qc

∂z

}

+2Km

(
∂uj

∂xj

)2

+
1

2
|εijk|Km

(
∂uj

∂xi

+
∂ui

∂xj

)2

−3

2
δijE

(
∂uj

∂xj

)
+

∂

∂xj

(
Km

∂E

∂xj

)
−

(
Cε

l

)
E

3
2 , (B.23)

A =
1

θ̄





1 +
1.61εLqv

RdT

1 +
εL2qv

cpRdT 2





. (B.24)

ただし θe は相当温位, γ = L/
(
cpΠ̄

)
, θe = θ (1 + Lqv/(cpT )) である.

E が得られると, Km は (2.17)から求められる. Deardorff (1975) によると Cε =

Cm = 0.2 である. CReSS (坪木ら, 2001) では Cε = 3.9 (最下層), Cε = 0.93 (それ
以外), Cm = 0.1 としている.

式 (B.23)を数値計算したときE が負になると扱いが困る. 数値モデルでは, 関係
式 (2.18)と (2.17)を用いてKm のみにした式を用いる:

dKm

dt
= 3g

{
−AKm

∂θe

∂z
+ Km (1− γA)

∂qv

∂z
+ Km

∂qc

∂z

}

+2C2
ml2

(
∂uj

∂xj

)2

+
1

2
|εijk|C2

ml2
(

∂uj

∂xi

+
∂ui

∂xj

)2

− 1

3
δijKm

(
∂uj

∂xj

)

+
1

2
δij

(
∂2K2

m

∂x2

)
+ δij

(
∂Km

∂xj

)2

− Cε

2Cml2
K2

m. (B.25)



付 録B 湿潤大気における準圧縮モデルの定式化 48

B.5 直交直線座標系における雲・降水の微物理過程

水蒸気を含む空気塊が上昇すると, 水蒸気から雲水になり雲が形成され, さらに降
水粒子へと成長すると降水が起こる. 降水過程には暖かい雨と冷たい雨の 2 種類
がある. 暖かい雨は氷相過程を含まない降水過程である. このような雨をもらたす
雲は雲内の全領域が 0◦C 以上にあり, 暖かい雲といわれる. 冷たい雨は氷相過程
を含む降水過程である. このような雨をもたらす雲は,雲内の全領域または一部が
0◦C 以下にあり, 冷たい雲といわれる. ここでは暖かい雨のみを考える.

暖かい雲のモデル化にはバルク法のパラメタリゼーションを用いる. 暖かい雲につ
いてのバルク法では, 水物質に関する予報変数として水蒸気混合比 qv, 雲水混合比
qc および雨水混合比 qr の 3 つを用いる. 暖かい雲内における微物理過程は図B.1

のようになっている. 考慮する微物理過程は以下の 4 つである. 凝結または蒸発に
よる水蒸気と雲水間の変換 dqvs/dt, 蒸発による雨水から水蒸気への変換 Er, 併合
成長による雲水から雨水への変換 Ar, 衝突併合による雲水から雨水への変換 Cr,

雨水の鉛直フラックス Fr である. ここでは水蒸気が直接雨水になる凝結する過程
は無視する. qvs, Er, Ar, Cr, Fr の詳細は以下で述べる. 雲・降水の微物理過程が関
係するのはこれら 3 つの混合比の式 (B.43)～ (B.45), および熱力学の式 (B.42)で
ある. 直交直線座標系における方程式の雲・降水微物理過程に伴う生成・消滅項は,

以下のように記述される:

Mθ = −γ

(
dqvs

dt
+ Er

)
, (B.26)

Mqv =
dqvs

dt
+ Er, (B.27)

Mqc = −dqvs

dt
− Ar − Cr, (B.28)

Mqr = Fr − Er + Ar + Cr. (B.29)

• 凝結または蒸発による水蒸気から雲水間の変換:
dqvs

dt

この変換を計算するときは, Soong and Ogura (1973)の湿潤飽和調節法 (D.4

節参照) を用いる. qvs は飽和混合比であり, Tetens の公式を用いて,

qvs =
3.8

p̄
exp

(
17.27

Π̄θ − 273

Π̄θ − 36

)
(B.30)

と表される.
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 Cloud water (qc)

Rain water (qr)

Water vapor (qv)

Er

dqvs

dt

Ar Cr

Fr

図 B.1: 考慮する微物理過程: 凝結または蒸発による水蒸気から雲水間の変換, 蒸
発による雨水から水蒸気への変換, 雲水から雨水への変換, 雨水の鉛直フラックス
である.

• 蒸発による雨水から水蒸気への変換: Er

この変換は Ogura and Takahashi (1971) と同様に

Er =
1

ρ̄

(
1− qv

qvs

)
C (ρ̄qr)

0.525

5.4× 105 +
2.55× 106

p̄qvs

(B.31)

と表される. ただし C は ventilation factor でC = 1.6 + 124.9 (ρ̄qr)
0.2046 で

ある.

• 雲水から雨水への変換: Ar, Cr

併合成長による変換 Ar と衝突併合による変換 Cr は, Kessler (1969) のパラ
メタリゼーションを用いて

Ar = k1 (qc − a) , (B.32)

Cr = k2qcq
0.875
r (B.33)

と書ける. ただし k1 = 0.001 s−1, a = 0.001 kg kg−1, k2 = 2.2 s−1 である.

• 雨水の鉛直フラックス: Fr

Fr =
1

ρ̄

∂

∂z
(ρ̄V qr) . (B.34)

V は雨水の終端速度である. Soong and Ogura (1973) の終端速度に密度の
変化を加えて

V = 36.34 (ρ̄qr)
0.1346

(
ρ̄

ρ0

)− 1
2

(B.35)
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のように与えられる. ただし ρ0 は基本場の地表面での密度である.

B.6 地形に沿った座標系における基礎方程式系

本節では, 前節で導出した直交直線座標系での方程式系を地形に沿う座標系に変換
する. 座標系の設定は乾燥大気の場合と同様である.

静水圧平衡の式および前節で導出した基礎方程式系 (B.8), (B.10), (B.13)～(B.16)

を, 直交直線座標系から地形に沿った座標系に変換する.

静水圧平衡の式は

∂Π̄

∂z∗
= −G1/2g

cpθ̄v

(B.36)

となる.

運動方程式は

∂u

∂t
+ u

∂u

∂x
+ v

∂u

∂y
+ ω

∂u

∂z∗
+ cpθ̄v

(
∂π

∂x
+ G13 ∂π

∂z∗

)
= fv + Du, (B.37)

∂v

∂t
+ u

∂v

∂x
+ v

∂u

∂y
+ ω

∂v

∂z∗
+ cpθ̄v

(
∂π

∂y
+ G23 ∂π

∂z∗

)
= −fu + Dv, (B.38)

∂w

∂t
+ u

∂w

∂x
+ v

∂w

∂y
+ ω

∂w

∂z∗
+

cpθ̄v

G1/2

∂π

∂z∗

= g

[
θ

θ̄
− 1 + 0.61 (qv − q̄v)− qc − qr

]
+ Dw (B.39)

となる. 拡散項 Du, Dv, Dw は B.4節で述べる.

圧力方程式は

∂π

∂t
+

c̄2

cpρ̄θ̄2
v

{
∂

(
ρ̄θ̄vu

)

∂x
+

∂
(
ρ̄θ̄vv

)

∂y
+ G13

∂
(
ρ̄θ̄vu

)

∂z∗

+G23
∂

(
ρ̄θ̄vv

)

∂z∗
+

1

G1/2

∂
(
ρ̄θ̄vw

)

∂z∗

}
= fπ (B.40)
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fπ = −u
∂π

∂x
− v

∂π

∂y
− ω

∂π

∂z∗

+
Rdπ

cv

{
∂u

∂x
+

∂v

∂y
+

(
G13 + G23 +

1

G1/2

)
∂w

∂z∗

}

+
c2

cpθ2
v

{
∂θv

∂t
+

∂θv

∂x
+

∂θv

∂y
+

(
G13 + G23 +

1

G1/2

)
∂θv

∂z∗

}
. (B.41)

Klemp and Wilhelmson (1978) に従い fπ = 0 とすると, 準圧縮モデルの圧力方程
式になる. fπ = 0 とすることは線形化を行って非断熱項 ((B.41)の右辺第 3項) を
無視することを意味する.

熱力学の式,水蒸気混合比の式,雲水混合比の式および雨水混合比の式は,それぞれ,

∂θ

∂t
+ u

∂θ

∂x
+ v

∂θ

∂y
+ ω

∂θ

∂z∗
= Mθ + Dθ, (B.42)

∂qv

∂t
+ u

∂qv

∂x
+ v

∂qv

∂y
+ ω

∂qv

∂z∗
= Mqv + Dqv , (B.43)

∂qc

∂t
+ u

∂qc

∂x
+ v

∂qc

∂y
+ ω

∂qc

∂z∗
= Mqc + Dqc , (B.44)

∂qr

∂t
+ u

∂qr

∂x
+ v

∂qr

∂y
+ ω

∂qr

∂z∗
= Mqr + Dqr (B.45)

と書ける. それぞれの方程式中の乱流項 Dθ, Dqv , Dqc , Dqv は B.4 節で, 微物理項
Mθ,Mqv ,Mqc ,Mqv はB.5 節で述べる.

密度は, 湿潤空気の状態方程式

ρ =
p0

Rd

Πcv/cp

θv

(B.46)

から診断的に得られる.

B.7 地形に沿った座標系におけるサブグリッドスケー
ルの拡散

地形に沿った座標系において考える微物理過程は, 直交直線座標系における微物理
過程と同じである.

地形に沿った座標系における各方程式の拡散項は以下のようになる. x, y, z 方向の
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運動方程式の拡散項は, それぞれ,

Du = 2

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂u

∂x
+ G13 ∂u

∂z∗

)}

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂u

∂y
+

∂v

∂x
+ G23 ∂u

∂z∗
+ G13 ∂v

∂z∗

)}

+
1

G1/2

∂

∂z∗

{
Km

(
∂w

∂x
+

1

G1/2

∂u

∂z∗
+ G13 ∂w

∂z∗

)}

−2

3

(
∂E

∂x
+ G13 ∂E

∂z∗
+

∂E

∂y
+ G23 ∂E

∂z∗
+

1

G1/2

∂E

∂z∗

)
, (B.47)

Dv =

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂v

∂x
+

∂u

∂y
+ G23 ∂u

∂z∗
+ G13 ∂v

∂z∗

)}

+2

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂v

∂y
+ G23 ∂v

∂z∗

)}

+
1

G1/2

∂

∂z∗

{
Km

(
∂w

∂y
+

1

G1/2

∂v

∂z∗
+ G23 ∂w

∂z∗

)}

−2

3

(
∂E

∂x
+ G13 ∂E

∂z∗
+

∂E

∂y
+ G23 ∂E

∂z∗
+

1

G1/2

∂E

∂z∗

)
, (B.48)

Dw =

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂w

∂x
+

1

G1/2

∂u

∂z∗
+ G13 ∂w

∂z∗

)}

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) {
Km

(
∂w

∂y
+

1

G1/2

∂v

∂z∗
+ G23 ∂w

∂z∗

)}

+2
1

G1/2

∂

∂z∗

(
Km

1

G1/2

∂w

∂z∗

)

−2

3

(
∂E

∂x
+ G13 ∂E

∂z∗
+

∂E

∂y
+ G23 ∂E

∂z∗
+

1

G1/2

∂E

∂z∗

)
(B.49)

となる.

熱力学の式, 水蒸気・雲水・雨水混合比の式中の拡散項は, それぞれ,

Dφ =

(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) (
Kh

∂φ

∂x
+ KhG

13 ∂φ

∂z∗

)

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) (
Kh

∂φ

∂y
+ KhG

23 ∂φ

∂z∗

)

+
1

G1/2

∂

∂z∗

(
Kh

G1/2

∂φ

∂z∗

)
(B.50)

となる.
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乱流運動エネルギー方程式は

∂E

∂t
+ u

∂E

∂x
+ v

∂E

∂y
+ ω

∂E

∂z∗

=
g

G1/2

{
−AKh

∂θe

∂z∗
+ Kh (1− γA)

∂qv

∂z∗
+ Kh

∂qc

∂z∗

}

+2Km





(
∂u

∂x
+ G13 ∂u

∂z∗

)2

+

(
∂v

∂y
+ G23 ∂v

∂z∗

)2

+

(
1

G1/2

∂w

∂z∗

)2




+Km

{(
∂v

∂x
+

∂u

∂y
+ G13 ∂v

∂z∗
+ G23 ∂u

∂z∗

)2

+

(
∂w

∂y
+ G23 ∂w

∂z∗
+

1

G1/2

∂v

∂z∗

)2

+

(
∂w

∂x
+ G13 ∂w

∂z∗
+

1

G1/2

∂u

∂z∗

)2}

−2

3
E

(
∂u

∂x
+

∂v

∂y
+ G13 ∂u

∂z∗
+ G23 ∂v

∂z∗
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1

G1/2

∂w

∂z∗

)
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∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) (
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∂E

∂x
+ KhG

13 ∂E

∂z∗

)
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(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) (
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∂E

∂y
+ KhG

23 ∂E

∂z∗

)

+
1

G1/2

∂

∂z∗

(
Km

G1/2

∂E

∂z∗

)
−

(
Cε

l

)
E

3
2 (B.51)

である. 運動量渦拡散係数に関する方程式は



付 録B 湿潤大気における準圧縮モデルの定式化 54

∂Km

∂t
= −

(
u
∂Km

∂x
+ v

∂Km

∂y
+ ω

∂Km

∂z∗

)
+

3gC2
ml2

2G1/2

(
−A

∂θe

∂z∗
+

∂ql
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)
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∂u
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+ G13 ∂u

∂z∗

)2
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)2

+
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1
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∂w

∂z

)2}
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2
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∂x
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∂x
+ G13 ∂w

∂z∗
+

1
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∂u
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+ G23 ∂w

∂z∗
+

1
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∂v

∂z

)2}
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3
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∂x
+ G13 ∂u
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+

∂v

∂y
+ G23 ∂v

∂z∗
+

1

G1/2

∂w

∂z

)

+
1

2

{(
∂

∂x
+ G13 ∂

∂z∗

) (
∂K2

m
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+ G13∂K2

m

∂z∗

)

+

(
∂

∂y
+ G23 ∂

∂z∗

) (
∂K2

m

∂y
+ G23∂K2

m

∂z∗

)
+

1

G1/2

∂

∂z∗

}

+

(
∂Km

∂x
+ G13∂Km

∂z∗

)2

+

(
∂Km

∂y
+ G23∂Km

∂z∗

)2

+

(
1

G1/2

∂Km

∂z
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− Cε

2Cml2
K2

m (B.52)

となる.

B.8 地形に沿った座標系における雲・降水の微物理過程

地形に沿った座標系において考える微物理過程は, 直交直線座標系における微物理
過程と同じである.

それぞれ, 地形に沿った座標系における生成・消滅項は以下のようになる:

Mθ = −γ

{
∂qvs

∂t
+ u

∂qvs

∂x
+ v

∂qvs

∂y
+ ω

∂qvs

∂z∗
+ Er

}
, (B.53)

Mqv =
∂qvs

∂t
+ u

∂qvs

∂x
+ v

∂qvs

∂y
+ ω

∂qvs

∂z∗
+ Er, (B.54)

Mqc = −
(

∂qvs

∂t
+ u

∂qvs

∂x
+ v

∂qvs

∂y
+ ω

∂qvs

∂z∗

)
− Ar − Cr, (B.55)

Mqr = Fr − Er + Ar + Cr. (B.56)
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付 録C 乾燥大気における準圧縮モ
デルの離散化

本章では乾燥大気における準圧縮モデルの離散化について述べる. 本数値モデル
の離散化の方法は以下のとおりである:

• 空間微分の離散化は中心差分を用いる. 変数の配置はスタッガード格子を用
いる.

• 時間積分の離散化は, 音波に関係する項を短い時間間隔で解き, それ以外の
項を長い時間間隔で解く時間分割法を用いる. 音波に関係する項のうち, 水
平方向に対して陽解法を, 鉛直方向に対して陰解法を用いる.

C.1 空間微分の離散化

空間微分は中心差分で離散化する. 格子点の構造と変数の配置を図C.1と図C.2に
示す. 変数はスタッガードに配置され, 水平方向を Arakawa C グリッド, 鉛直方向
を Lorenz グリッドとした. このとき, すべてのスカラー量 (気圧, 温位, 水蒸気混
合比, 雲水混合比, 雨水混合比) は格子ボックスの中心に配置される. ベクトル量
の水平成分 (速度 u, v) は, 鉛直方向をスカラー量と同じレベルにして, u を x 負
方向に半格子ずらし, v を y 負方向に半格子ずらす. ベクトル量の鉛直成分 w は,

水平方向をスカラー量と同じ位置にして, z 負方向に半格子ずらす.

また, 座標変換に伴うヤコビアン G1/2 およびG13, G23 は以下のように配置される.

G1/2 は格子ボックスの中心に配置される. G13 は, u の定義点から z 負方向に半
格子ずらした点に配置される. G23 は, v の定義点からさらに z 負方向に半格子ず
らした点に配置される. 座標 x, y, z∗ についても半格子ずらし, ベクトル量と同じ
位置に配置される.
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u

v

v

φ

 G13

 G13

 G13

 G13

 G23

 G23

 G23

 G23

(i,j,k) G
1/2

u

w

w

v

図 C.1: (i, j, k) 番目の格子における変数のスタッガードな配置図. ベクトル量は
半格子ずれ, スカラー量は格子の中心に配置される.

図 C.2: 全計算領域における変数の配置図. 黒丸は半格子ずらしたベクトル量, ×
印はスカラー量の位置を表す. 計算領域の外の格子は境界における微分で必要な
格子である.
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このようなスタッガード格子を用いる場合, ある位置 (i, j, k)での値を求めるため
には平均操作が必要である. この平均化のオペレータを以下のように定義する.

任意のスカラー量の変数 φ を空間の x 方向 (または y, z∗方向) に平均する. 2 次
精度の中心差分に現れる 2 点の平均は, 例えば,

φ
x

i,j,k ≡
1

2

(
φi− 1

2
,j,k + φi+ 1

2
,j,k

)
(C.1)

とする. ただし下付添字 i, j, k は側面からそれぞれ x, y, z 方向に i, j, k 番目の格
子点であることを表す.

平均化の添字が 2 つある場合, 例えば x, z∗ 方向の平均化は

φ
xz∗

i,j,k ≡
1

4

(
φi− 1

2
,j,k− 1

2
+ φi+ 1

2
,j,k− 1

2
+ φi− 1

2
,j,k+ 1

2
+ φi+ 1

2
,j,k+ 1

2

)
(C.2)

とする.

微分オペレータは

(∂xφ)i,j,k ≡
1

∆x

(
φi+∆x

2
,j,k − φi−∆x

2
,j,k

)
(C.3)

と定義する. 平均化オペレータと同様に, 下付添字 i は側面から i 番目の格子点で
あることを表し, ある方向 xの格子間隔を∆x とする.

2 階の微分オペレータは以下のように定義する:

(
∂2

xφ
)

i,j,k
≡ 1

∆x

(
φi+∆x,j,k − φi,j,k

∆x
− φi,j,k − φi−∆x,j,k

∆x

)

=
1

∆x2
(φi+∆x,j,k − 2φi,j,k + φi−∆x,j,k) . (C.4)

直交直線座標での鉛直速度 w と地形に沿う座標系における鉛直速度 ω を同じ点
で定義する:

ω = uz∗G13
x

+ vz∗G23
y
+

w

G1/2
z∗ . (C.5)

C.2 時間積分の離散化

大気中には音波, 内部重力波やロスビー波が存在する. 普通, 音波は気象学的に興
味がない. 数値計算を行う際音波が CFL 条件を決めるため, 時間間隔を非常に小
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さくしなければならない. 計算時間が長い場合, 音波に関する項をとそれ以外の項
を別の時間間隔で解く時間分割法 (またはモード分離時間積分法) で解く. さらに
音波に関する項は鉛直方向のみ陰解法 (鉛直陰解法) で解く.

時間分割法 (図C.3)では, 音波に関係する項 (u, v, w, π) を短い時間間隔 ∆τ で解
き, それ以外の項を長い時間間隔 ∆t で解く. ただし ∆t を n 分割したものを ∆τ

とする:

∆t = n∆τ. (C.6)

また, 音波を含む方程式中の音波に関係しない項を長い時間間隔で解き, t から
t + ∆t までは t での値 (一定値) を用いる.

図 C.3: 時間分割法の概念図. 音波に関係しない量を長い時間間隔で, 音波に関係
する量を短い時間間隔で解く. 短い時間間隔で解いているとき, 音波に関係しない
量は一定値である.

C.3 乾燥大気における基礎方程式系の離散化

予報変数の τ + ∆τ, t + ∆t における値を数値的に求めるために, 第 2章に示した基
礎方程式系を離散化する. 2.3.3節と 2.3.2節で述べたように, 基礎方程式には計算
不安定を抑えるために音波減衰項と数値粘性項を加えてある.
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C.3.1 水平方向の運動方程式

(i, j, k) 番目の格子について, 水平方向の運動方程式 (2.29)と (2.30)を陽解法で離
散化する. これら方程式中の音波に関係する項を短い時間間隔∆τ で, その他の項
を長い時間間隔 ∆t で離散化する.

式 (2.29)と (2.30)は, それぞれ,

uτ+∆τ
i−∆x

2
,j,k
− uτ

i−∆x
2

,j,k

∆τ

= −cpθ̄

[{
(∂xπ)i−∆x

2
,j,k − α (∂xDiv)i−∆x

2
,j,k

}τ

+G13z∗
{(

∂z∗π
xz∗

)
i−∆x

2
,j,k
− α

(
∂z∗Div

xz∗)
i−∆x

2
,j,k

}τ
]

−Adv.ut
i−∆x

2
,j,k

+ Cori.ut
i−∆x

2
,j,k

+ (Du)
t−∆t
i−∆x

2
,j,k , (C.7)

vτ+∆τ

i,j−∆y
2

,k
− vτ

i,j−∆y
2

,k

∆τ

= −cpθ̄

[{
(∂yπ)i,j−∆y

2
,k − α (∂xDiv)i,j−∆y

2
,k

}τ

+G23z∗
{(

∂z∗π
yz∗

)
i,j−∆y

2
,k
− α

(
∂z∗Div

yz∗)
i,j−∆y

2
,k

}τ
]

−Adv.vt
i,j−∆y

2
,k

+ Cori.vt
i,j−∆y

2
,k

+ (Dv)
t−∆t

i,j−∆y
2

,k
(C.8)

と離散化される. ただし

Divi,j,k = (∂xu)i,j,k + (∂yv)i,j,k + G13xz∗

i,j,k

(
∂z∗u

xz∗
)

i,j,k

+G23yz∗

i,j,k

(
∂z∗v

xz∗
)

i,j,k
+

1

G
1/2
i,j,k

(∂z∗w)i,j,k (C.9)

であり, スカラー量と同じ位置にある.

水平方向の運動方程式 (C.7)と (C.8)をそれぞれ数値計算すると, uτ+∆τ と vτ+∆τ

が得られる.

長い時間間隔 t で計算する項を離散化したものは以下のようになる. 前述したよ
うに, これらの項は t から t + ∆t までの間, t における値 (一定値)を用いて計算
される. 移流項は
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Adv.ut
i−∆x

2
,j,k

= (u∂xu
x)t

i−∆x
2

,j,k + (vxy∂yu
y)t

i−∆x
2

,j,k

+
(
ωxz∗∂z∗u

z∗
)t

i−∆x
2

,j,k
+ Diff.ut

i−∆x
2

,j,k
, (C.10)

Adv.vt
i,j−∆y

2
,k

= (uxy∂xv
x)t

i,j−∆x
2

,k + (v∂yv
y)t

i,j−∆x
2

,k

+
(
ωyz∗∂z∗v

z∗
)t

i,j−∆y
2

,k
+ Diff.vt

i,j−∆x
2

,k
. (C.11)

数値粘性項は

Diff.ut
i−∆x

2
,j,k

= ν2h

[
∂2

xu + ∂2
yu

]t

i−∆x
2

,j,k
+ ν2v

[
∂2

z∗u
]t

i−∆x
2

,j,k
, (C.12)

Diff.vt
i,j−∆y

2
,k

= ν2h

[
∂2

xv + ∂2
yv

]t

i,j−∆y
2

,k
+ ν2v

[
∂2

z∗v
]t

i,j−∆y
2

,k
. (C.13)

コリオリ項は

Cori.ut
i−∆x

2
,j,k

=
[
fvyx

]t

i−∆x
2

,j,k
, (C.14)

Cori.vt
i,j−∆y

2
,k

=
[
fuxy

]t

i,j−∆y
2

,k
. (C.15)

拡散項 (右辺の下付添字と上付添字 t−∆t は省略した)は

Di−∆x
2

,j,k = 2∂x

{
Km (∂xu) + KmG13xz∗ (

∂z∗u
z∗

)}

+∂y

{
Km

xy
(∂yu) + Km

xy
(∂xv) + Km

xy
G23xz∗

(∂z∗u
yz∗)

+Km
xy

G13yz∗ (
∂z∗v

xz∗
)}

+2G13z∗
∂z∗

{
Km

xz∗ (
∂xu

xz∗
)

+ Km
xz∗

G13 (∂z∗u)
}

+G23xyz∗
∂z∗

{
Km

xz∗ (
∂yu

yz∗
)

+ Km
xz∗

∂xv
yz∗

+Km
xz∗

G23xy
(∂z∗u) + Km

xz∗
G13z∗

(∂z∗v
xy)

}

+
1

G1/2
x ∂z∗



Km

xz∗
(∂xw) +

Km
xz∗

G1/2
xz∗ (∂z∗u) + Km

xz∗
G13∂z∗w

xz∗





− 2

3C2
ml2

{(
∂xK

2
m

)
+ G13z∗

(
∂z∗K2

m

xz∗
)

+
(
∂yK2

m

xy
)

+ G23xz∗
(
∂z∗K2

m

yz∗
)

+
1

G1/2
x

(
∂z∗K2

m

xz∗
)}

, (C.16)
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Di,j−∆y
2

,k = ∂x

{
Km

xy
(∂xv) + Km

xy
(∂yu)

+Km
xy

G23xz∗ (
∂z∗u

yz∗
)

+ Km
xy

G13yz∗
∂z∗

(
vxz∗

)}

+2∂y

{
Km (∂yv) + KmG23yz∗ (

∂z∗v
yz∗

)}

+G13xyz∗
∂z∗

{
Km

yz∗ (
∂xv

xz∗)
+ Km

yz∗ (
∂yu

xz∗
)

+Km
yz∗

G23 (∂z∗) uxy + Km
yz∗

G13xy
(∂z∗v)

}

+2G23z∗
∂z∗

{
Km

yz∗ (
∂yv

yz∗
)

+ Km
yz∗

G23 (∂z∗v)
}

− 2

3C2
ml2

{(
∂xK2

m

xy
)

+ G13yz∗
(
∂z∗K2

m

yz∗
)

+
(
∂yK

2
m

)
+ G23z∗

(
∂z∗K2

m

yz∗
)

+
1

G1/2
y

(
∂z∗K2

m

yz∗
)}

. (C.17)

C.3.2 鉛直方向の運動方程式と圧力方程式

鉛直方向の運動方程式 (2.31)と圧力方程式 (2.33)を陰解法で離散化する. これら
方程式中の音波に関係する項を短い時間間隔∆τ で, その他の項を長い時間間隔
∆t で離散化する. 陰解法で離散化するために, w, π は重み β(6= 0) をつけて τ と
τ + ∆τ で平均をしたものを用いる. 本数値モデルでは β = 1 とする.

鉛直方向の運動方程式は

wτ+∆τ

i,j,k−∆z∗
2

− wτ
i,j,k−∆z∗

2

∆τ

= α

(
cpθ̄

G1/2
z∗

)

i,j,k−∆z∗
2

(∂z∗Div)τ
i,j,k−∆z∗

2

−
(

cpθ̄

G1/2
z∗

)

i,j,k−∆z∗
2

[
β (∂z∗π)τ+∆τ

i,j,k−∆z∗
2

+ (1− β) (∂z∗π)τ
i,j,k−∆z∗

2

]

−Adv.wt
i,j,k−∆z∗

2

+ Buoy.wt
i,j,k−∆z∗

2

+ (Dw)t−∆t

i,j,k−∆z∗
2

, (C.18)

圧力方程式は
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πτ+∆τ
i,j,k − πτ

i,j,k

∆τ
+

1

G1/2

c̄2

cpρ̄θ̄2

{
β

(
∂z∗ ρ̄θ̄w

)τ+∆τ

i,j,k
+ (1− β)

(
∂z∗ ρ̄θ̄w

)τ

i,j,k

}

= − c̄2

cpθ̄

[
(∂xu)i,j,k + (∂yv)i,j,k + G13xz∗

i,j,k

(
∂z∗u

xz∗
)

i,j,k

+G23yz∗

i,j,k

(
∂z∗v

yz∗
)

i,j,k

]τ+∆τ

(C.19)

となる.

長い時間間隔 t で計算する項について離散化したものを書き下す. 移流項は

Adv.wt
i,j,k−∆z∗

2

=
(
uxz∗∂xw

x
)t

i,j,k−∆z∗
2

+
(
vyz∗∂yw

y
)t

i,j,k−∆z∗
2

+
(
ω∂z∗w

z∗
)t

i,j,k−∆z∗
2

+ Diff.wt
i,j,k−∆z∗

2

. (C.20)

数値粘性項は

Diff.wt
i,j,k−∆z∗

2

= ν2h

[
∂2

xw + ∂2
yw

]t

i,j,k−∆z∗
2

+ ν2v

[
∂2

z∗w
]t

i,j,k−∆z∗
2

. (C.21)

浮力項は

Buoy.wt
i,j,k−∆z∗

2

= g


θ

θ̄

z∗

− 1




t

i,j,k−∆z∗
2

. (C.22)

拡散項 (右辺の下付添字と上付添字 t−∆t は省略) は

Di,j,k−∆z∗
2

= ∂x



Km

xz∗
(∂xw) +

Km
xz∗

G1/2
xz∗

(
∂z∗u

xz∗
)

+ Km
xz∗

G13
(
∂z∗w

xz∗
)




+∂y



Km

yz∗
(∂yw) +

Km
yz∗

G1/2
yz∗ (∂z∗v) + Km

yz∗
G23

(
∂z∗w

yz∗
)




+G13x
∂z∗

{
Km

(
∂xw

xz∗
)

+
Km

G1/2

(
∂z∗u

xz∗
)

+ KmG13xz∗
(∂z∗w)

}

+G23y
∂z∗

{
Km

(
∂yw

yz∗
)

+
Km

G1/2

(
∂z∗v

yz∗
)

+ KmG23yz∗
(∂z∗w)

}

+
2

G1/2
z∗ ∂z∗

{
Km

G1/2
(∂z∗w)

}

− 2

3C2
ml2

{(
∂xK2

m

xz∗
)

+ G13x
(
∂z∗K

2
m

)

+
(
∂yK2

m

yz∗
)

+ G23y
(
∂z∗K

2
m

)
+

1

G1/2
z∗

(
∂z∗K

2
m

)}
.(C.23)
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式 (C.18)と (C.19)から直接 wτ+∆τ , πτ+∆τ を求めることはできない. これら 2 式
を連立して wτ+∆τ を消去し, πτ+∆τ を求め, 式 (C.18)から wτ+∆τ を求める.

以下で具体的に連立する. ここからは予報変数毎に格子番号をつけ, i, j を省略す
る. また w と同じ位置にある (i, j, k) 番目の変数をww(k) などと表す. 離散化した
鉛直方向の運動方程式式 (C.18)より,

wτ+∆τ
w(k) = wτ

w(k)

−
(

cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)

w(k)

{
−α (∂z∗Div)τ

w(k) + (1− β) (∂z∗π)τ
w(k)

}

+F.wt
w(k)∆τ − β

(
cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)

w(k)

(∂z∗π)τ+∆τ
w(k) , (C.24)

F.wt
w(k) = −Adv.wt

w(k) + Buoy.wt
w(k) + (Dw)t−∆t

w(k) . (C.25)

離散化した圧力方程式 (D.13)より,

πτ+∆τ
k + β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

k

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ+∆τ

k

= πτ
k − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

k

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ

k

− c̄2∆τ

cpθ̄

[
(∂xu)k + (∂yv)k

+G13xz∗

k

(
∂z∗u

xz∗
)

k
+ G23yz∗

k

(
∂z∗v

yz∗
)

k

]τ+∆τ

(C.26)

である.

(C.24)を代入して wτ+∆τ を消去すると,

πτ+∆τ
k − β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

k


∂z∗






 ρ̄θ

2

G1/2


 (∂z∗π)








τ+∆τ

k

= πτ
k − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

k

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ

k

− c̄2∆τ

cpθ̄

[
(∂xu)k + (∂yv)k + G13xz∗

k

(
∂z∗u

xz∗
)

k
+ G23yz∗

k

(
∂z∗v

yz∗
)

k

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

k

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄

{
wτ −

(
cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

w(k)

. (C.27)
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左辺について z∗ 方向の微分をオペレータなしで書き下すと,

(左辺) = πτ+∆τ
k

−β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

k

× 1

∆z∗

[
 ρ̄θ

2

G1/2




w(k+1)

1

∆z∗
(πk+1 − πk)

−

 ρ̄θ

2

G1/2




w(k)

1

∆z∗
(πk − πk−1)

]τ+∆τ

= πτ+∆τ
k

−β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

k

1

∆z∗2

×
[
 ρ̄θ

2

G1/2




w(k+1)

πk+1 −





 ρ̄θ

2

G1/2




w(k+1)

+


 ρ̄θ

2

G1/2




w(k)





πk

+


 ρ̄θ

2

G1/2




w(k)

πk−1

]τ+∆τ

. (C.28)

本数値モデルにおける上部と下部の境界条件は, それぞれ

ω = 0 (z∗ = H; k = km + 1), (C.29)

ω = u
∂zs

∂x
+ v

∂zs

∂y
(z∗ = 0; k = 0) (C.30)

とする. 上部境界における鉛直方向の運動方程式を離散化したものは

β (∂z∗π)τ+∆τ
w(km+1) = α (∂z∗Div)τ

w(km+1) − (1− β) (∂z∗π)τ
w(km+1)

+

(
G1/2

cpθ̄
F.wt

)

w(km+1)

. (C.31)

このときの圧力方程式は

(左辺) = πτ+∆τ
km

+β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

km

1

∆z∗2

[
 ρ̄θ

2

G1/2




w(km)

(πkm − πkm−1)

]τ+∆τ
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(右辺) = πτ
km − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

km

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ

km

− c̄2∆τ

cpθ̄

[
(∂xu)km + (∂yv)km

+G13xz∗

km

(
∂z∗u

xz∗
)

km
+ G23yz∗

km

(
∂z∗v

yz∗
)

km

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

km

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄

{
wτ −

(
cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

km

+β

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

km

1

∆z∗

(
cpθ̄

2

G1/2

)

w(km+1)

×
{

α (∂z∗Div)τ
w(km+1) − (1− β) (∂z∗π)τ

w(km+1)

+

(
G1/2

cpθ̄
F.wt

)

w(km+1)

}
(C.32)

である. また, 下部境界における鉛直方向の運動方程式を離散化したものは

β (∂z∗π)τ+∆τ
w(0) = α (∂z∗Div)τ

w(0) − (1− β) (∂z∗π)τ
w(0)

+

(
G1/2

cpθ̄
F.wt

)

w(0)

. (C.33)

このときの圧力方程式は

(左辺) = πτ+∆τ
0

−β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

0

1

∆z∗2

[
 ρ̄θ

2

G1/2




w(1)

(π1 − π0)

]τ+∆τ
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(右辺) = πτ
0 − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

0

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ

0

− c̄2∆τ

cpθ̄

[
(∂xu)0 + (∂yv)0

+G13xz∗

0

(
∂z∗u

xz∗
)

1
+ G23yz∗

0

(
∂z∗v

yz∗
)

0

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

0

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄

{
wτ −

(
cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

0

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

1

1

∆z∗

(
cpθ̄

2

G1/2

)

w(0)

×
{

α (∂z∗Div)τ
w(0) − (1− β) (∂z∗π)τ

w(0) +

(
G1/2

cpθ̄
F.wt

)

w(0)

}
(C.34)

である.

これらの式は以下のように行列を用いてまとめて書くことができる:



A0 B0 0

C0
. . . . . .
. . . . . . Bkm−1

0 Ckm−1 Akm







π0 π0 · · · π0

π1
. . . . . .

...
...

. . .
...

πkm · · · · · · πkm




τ+∆τ

=




D0 D0 · · · D0

D1
. . . . . .

...
...

. . .
...

Dkm · · · · · · Dkm




τ

. (C.35)

この連立 1 次方程式の係数行列は 3 項行列なので, LU 分解を行って計算すると
大幅に計算量を減らすことができる. こうして求められた πτ+∆τ と鉛直方向の運
動方程式 (C.18)からwτ+∆τ を求める. ただし

Ak = 1 + β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

k

1

∆z∗2






 ρ̄θ

2

G1/2




w(k+1)

+


 ρ̄θ

2

G1/2




w(k)





,

(k = 1, 3, · · · , km− 1),

A0 = 1 + β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

0

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

G1/2




w(1)

,
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Akm = 1 + β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

km

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

G1/2




w(km)

,

Bk = −β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

k

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

G1/2




w(k+1)

,

Ck = −β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

k+1

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

G1/2




w(k+1)

, (C.36)

Dk = πτ
k − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

k

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ

k

− c̄2∆τ

cpθ̄

[
(∂xu)k + (∂yv)k + G13xz∗

k

(
∂z∗u

xz∗
)

k

+G23yz∗

k

(
∂z∗v

yz∗
)

k

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

k

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄

{
wτ −

(
cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

k

,

(k = 1, 3, · · · , km− 3), (C.37)

D0 = πτ
0 − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

0

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ

0

− c̄2∆τ

cpθ̄

[
(∂xu)0 + (∂yv)0

+G13xz∗

0

(
∂z∗u

xz∗
)

0
+ G23yz∗

1

(
∂z∗v

yz∗
)

0

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

0

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄

{
wτ −

(
cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

0

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

0

1

∆z∗

(
cpθ̄

2

G1/2

)

w(0)

×
{

α (∂z∗Div)τ
w(0) − (1− β) (∂z∗π)τ

w(0) +

(
G1/2

cpθ̄
F.wt

)

w(0)

}
, (C.38)
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Dkm−2 = πτ
km−2 − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

km−2

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄w

)}τ

km−2

− c̄2∆τ

cpθ̄

[
(∂xu)km−2 + (∂yv)km−2

+G13xz∗

km

(
∂z∗u

xz∗
)

km−2
+ G23yz∗

km

(
∂z∗v

yz∗
)

km−2

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2

)

km−2

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄

{
wτ −

(
cpθ̄∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

km−2

+β

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2

)

km−2

1

∆z∗

(
cpθ̄

2

G1/2

)

w(km−1)

×
{

α (∂z∗Div)τ
w(km−1) − (1− β) (∂z∗π)τ

w(km−1)

+

(
G1/2

cpθ̄
F.wt

)

w(km−1)

}
(C.39)

C.3.3 熱力学の式

熱力学の式 (2.34)を中心差分で離散化する. 時間間隔は長い時間間隔 ∆t である.

本節では変数の下付添字 i, j, k を省略する.

熱力学の式は

θt+∆t − θt−∆t

2∆t
= −Adv.θt + Dt−∆t

θ . (C.40)

となる.

前節までに求めた uτ+∆τ , vτ+∆τ , wτ+∆τ および πτ+∆τ を用いると θτ+∆τ を求める
ことができる. 2.3.4節で述べたように計算モードを抑えるため, Asselin (1972) の
時間フィルタ を用いる.

上式 (C.40)中の各項は以下のように離散化される; 移流項は

Adv.θt =
[
u∂xθ

x
+ v∂yθ

y
+ ω∂z∗θ

z∗]t
+ Diff.θt. (C.41)
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数値粘性項は

Diff.θt = ν2h

[
∂2

xθ + ∂2
yθ

]t
+ ν2v

[
∂2

z∗θ
]t

. (C.42)

拡散項は

Dt−∆t
θ = 3∂x

{
Km

x
(∂xθ) + Km

x
G13z∗ (

∂z∗θ
xz∗)}t−∆t

+3∂y

{
Km

y
(∂yθ) + Km

y
G23z∗ (

∂z∗θ
yz∗)}t−∆t

+3G13xz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂xθ

xz∗)
+ Km

z∗
G13x

(∂z∗θ)
}t−∆t

+3G23yz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂yθ

yz∗)
+ Km

z∗
G23y

(∂z∗θ)
}t−∆t

+
3

G1/2
∂z∗

{
Km

G1/2
z∗ (∂z∗θ)

}t−∆t

(C.43)

となる.

C.3.4 サブグリッドスケールの乱流運動エネルギー方程式

サブグリッドスケールの乱流運動エネルギー方程式を運動量渦拡散係数で書き換
えた式 (B.52)は長い時間間隔 t で計算される. ここでは変数の下付添字 i, j, k は
省略する.
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Kt+∆t
m −Kt−∆t

m

2∆t
= −Adv.Kt

m +
3gC2

ml2

2G1/2θ̄

(
−∂z∗θ

z∗)t

+C2
ml2

{ (
∂xu + G13xz∗

∂z∗u
xz∗

)2

+
(
∂yv + G23yz∗

∂z∗v
yz∗

)2

+
(

1

G1/2
∂z∗w

)2
}t

+
C2

ml2

2

{(
∂xv

xy + ∂yu
xy + G13xz∗

∂z∗v
yz∗ + G23yz∗

∂z∗u
xz∗

)2

+
(
∂xw + G13xz∗

∂z∗w +
1

G1/2
∂z∗u

xz∗
)2

+
(
∂yw

yz∗ + G23yz∗
∂z∗w +

1

G1/2
∂z∗v

yz∗
)2

}t

+
1

2

{
∂2

xK
2
m + ∂x

(
G13z∗

∂z∗K2
m

xz∗
)

+∂z∗

(
G13x

∂xK2
m

xz∗
)

+ G13xz∗
∂z∗

(
G13x

∂z∗K
2
m

)

+∂2
yK

2
m + ∂y

(
G23z∗

∂z∗K2
m

yz∗
)

+∂z∗

(
G23y

∂yK2
m

yz∗
)

+ G23yz∗
∂z∗

(
G23y

∂z∗K
2
m

)

+
1

G1/2
∂z∗

(
1

G1/2

∗
∂z∗K

2
m

)}t

+

{(
∂xKm

x
+ G13xz∗

∂z∗Km
z∗

)2

+
(
∂yKm

y
+ G23yz∗

∂z∗Km
z∗

)2

+
(

1

G1/2
∂z∗Km

z∗
)2

}t

− Cε

2Cml2
K2

m (C.44)

となる. 移流項と数値粘性項はそれぞれ以下のようになる:

Adv.Kt
m =

[
u∂xKm

x
+ v∂yKm

y
+ ω∂z∗Km

z∗]t
+ Diff.Kt

m, (C.45)

Diff.Kt
m = ν2h

[
∂2

xKm + ∂2
yKm

]t
+ ν2v

[
∂2

z∗Km

]t
. (C.46)
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付 録D 湿潤大気における準圧縮モ
デルの離散化

本章では湿潤大気における基礎方程式系の離散化の方法について述べる. ここで
の離散化の方法は以下のとおりである:

• 空間微分の離散化は中心差分を用いる. 変数の配置はスタッガード格子を用
いる.

• 時間積分の離散化は, 音波に関係する項を短い時間間隔で解き, それ以外の
項を長い時間間隔で解く時間分割法を用いる. 音波に関係する項のうち, 水
平方向に対して陽解法を, 鉛直方向に対して陰解法を用いる.

D.1 空間微分の離散化

湿潤大気についての空間微分の離散化は, 乾燥大気の場合と同様なので, C.1節を
参照のこと.

D.2 時間積分の離散化

湿潤大気についての時間積分の離散化は, 乾燥大気の場合と同様なので, C.2節を
参照のこと.
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D.3 湿潤大気における基礎方程式系の離散化

予報変数の τ + ∆τ, t + ∆t での値を求めるために, 付録 B章で求めた湿潤大気に
おける基礎方程式系を離散化する. 2.3.3節と 2.3.2節で述べたように, 基礎方程式
には計算不安定を抑えるために音波減衰項と数値粘性項を加えてある.

D.3.1 水平方向の運動方程式

(i, j, k) 番目の格子について, 水平方向の運動方程式 (B.37)と (B.38)を陽解法で離
散化する. これら方程式中の音波に関係する項は, 短い時間間隔 ∆τ で離散化さ
れる.

式 (B.37)と (B.38)は, それぞれ,

uτ+∆τ
i−∆x

2
,j,k
− uτ

i−∆x
2

,j,k

∆τ

= −cpθ̄v

[{
(∂xπ)i−∆x

2
,j,k − α (∂xDiv)i−∆x

2
,j,k

}τ

+G13z∗
{(

∂z∗π
xz∗

)
i−∆x

2
,j,k
− α

(
∂z∗Div

xz∗)
i−∆x

2
,j,k

}τ
]

−Adv.ut
i−∆x

2
,j,k

+ Cori.ut
i−∆x

2
,j,k

+ (Du)
t−∆t
i−∆x

2
,j,k , (D.1)

vτ+∆τ

i,j−∆y
2

,k
− vτ

i,j−∆y
2

,k

∆τ

= −cpθ̄v

[{
(∂yπ)i,j−∆y

2
,k − α (∂xDiv)i,j−∆y

2
,k

}τ

+G23z∗
{(

∂z∗π
yz∗

)
i,j−∆y

2
,k
− α

(
∂z∗Div

yz∗)
i,j−∆y

2
,k

}τ
]

−Adv.vt
i,j−∆y

2
,k

+ Cori.vt
i,j−∆y

2
,k

+ (Dv)
t−∆t

i,j−∆y
2

,k
(D.2)

と離散化される. ただし

Divi,j,k = (∂xu)i,j,k + (∂yv)i,j,k + G13xz∗

i,j,k

(
∂z∗u

xz∗
)

i,j,k

+G23yz∗

i,j,k

(
∂z∗v

xz∗
)

i,j,k
+

1

G
1/2
i,j,k

(∂z∗w)i,j,k (D.3)

であり, スカラー量と同じ位置にある.
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水平方向の運動方程式 (D.1)と (D.2)を計算すると, uτ+∆τ と vτ+∆τ が得られる.

長い時間間隔 t で計算する項を離散化したものは以下のようになる. 前述したよ
うに, これらの項は t から t + ∆t までの間, t における値 (一定値)を用いて計算
される. 移流項は

Adv.ut
i−∆x

2
,j,k

= (u∂xu
x)t

i−∆x
2

,j,k + (vxy∂yu
y)t

i−∆x
2

,j,k

+
(
ωxz∗∂z∗u

z∗
)t

i−∆x
2

,j,k
+ Diff.ut

i−∆x
2

,j,k
, (D.4)

Adv.vt
i,j−∆y

2
,k

= (uxy∂xv
x)t

i,j−∆x
2

,k + (v∂yv
y)t

i,j−∆x
2

,k

+
(
ωyz∗∂z∗v

z∗
)t

i,j−∆y
2

,k
+ Diff.vt

i,j−∆x
2

,k
. (D.5)

数値粘性項は

Diff.ut
i−∆x

2
,j,k

= ν2h

[
∂2

xu + ∂2
yu

]t

i−∆x
2

,j,k
+ ν2v

[
∂2

z∗u
]t

i−∆x
2

,j,k
, (D.6)

Diff.vt
i,j−∆y

2
,k

= ν2h

[
∂2

xv + ∂2
yv

]t

i,j−∆y
2

,k
+ ν2v

[
∂2

z∗v
]t

i,j−∆y
2

,k
. (D.7)

コリオリ項は

Cori.ut
i−∆x

2
,j,k

=
[
fvyx

]t

i−∆x
2

,j,k
, (D.8)

Cori.vt
i,j−∆y

2
,k

=
[
fuxy

]t

i,j−∆y
2

,k
. (D.9)

拡散項 (右辺の下付添字と上付添字 t−∆t は省略した)は
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Di−∆x
2

,j,k = 2∂x

{
Km (∂xu) + KmG13xz∗ (

∂z∗u
z∗

)}

+∂y

{
Km

xy
(∂yu) + Km

xy
(∂xv) + Km

xy
G23xz∗

(∂z∗u
yz∗)

+Km
xy

G13yz∗ (
∂z∗v

xz∗
)}

+2G13z∗
∂z∗

{
Km

xz∗ (
∂xu

xz∗
)

+ Km
xz∗

G13 (∂z∗u)
}

+G23xyz∗
∂z∗

{
Km

xz∗ (
∂yu

yz∗
)

+ Km
xz∗

∂xv
yz∗

+Km
xz∗

G23xy
(∂z∗u) + Km

xz∗
G13z∗

(∂z∗v
xy)

}

+
1

G1/2
x ∂z∗



Km

xz∗
(∂xw) +

Km
xz∗

G1/2
xz∗ (∂z∗u) + Km

xz∗
G13∂z∗w

xz∗





− 2

3C2
ml2

{(
∂xK

2
m

)
+ G13z∗

(
∂z∗K2

m

xz∗
)

+
(
∂yK2

m

xy
)

+ G23xz∗
(
∂z∗K2

m

yz∗
)

+
1

G1/2
x

(
∂z∗K2

m

xz∗
)}

, (D.10)

Di,j−∆y
2

,k = ∂x

{
Km

xy
(∂xv) + Km

xy
(∂yu)

+Km
xy

G23xz∗ (
∂z∗u

yz∗
)

+ Km
xy

G13yz∗
∂z∗

(
vxz∗

)}

+2∂y

{
Km (∂yv) + KmG23yz∗ (

∂z∗v
yz∗

)}

+G13xyz∗
∂z∗

{
Km

yz∗ (
∂xv

xz∗)
+ Km

yz∗ (
∂yu

xz∗
)

+Km
yz∗

G23 (∂z∗) uxy + Km
yz∗

G13xy
(∂z∗v)

}

+2G23z∗
∂z∗

{
Km

yz∗ (
∂yv

yz∗
)

+ Km
yz∗

G23 (∂z∗v)
}

− 2

3C2
ml2

{(
∂xK2

m

xy
)

+ G13yz∗
(
∂z∗K2

m

yz∗
)

+
(
∂yK

2
m

)
+ G23z∗

(
∂z∗K2

m

yz∗
)

+
1

G1/2
y

(
∂z∗K2

m

yz∗
)}

. (D.11)
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D.3.2 鉛直方向の運動方程式と圧力方程式

鉛直方向の運動方程式 (B.39)と圧力方程式 (B.41)を陰解法で離散化する. これら
方程式は短い時間間隔 ∆τ で離散化される. 鉛直陰解法では w, π は重み β(6= 0)

をつけて τ と τ + ∆τ で平均をしたものを用いる.

鉛直方向の運動方程式は

wτ+∆τ

i,j,k−∆z∗
2

− wτ
i,j,k−∆z∗

2

∆τ

= α

(
cpθ̄v

G1/2
z∗

)

i,j,k−∆z∗
2

(∂z∗Div)τ
i,j,k−∆z∗

2

−
(

cpθ̄v

G1/2
z∗

)

i,j,k−∆z∗
2

[
β (∂z∗π)τ+∆τ

i,j,k−∆z∗
2

+ (1− β) (∂z∗π)τ
i,j,k−∆z∗

2

]

−Adv.wt
i,j,k−∆z∗

2

+ Buoy.wt
i,j,k−∆z∗

2

+ (Dw)t−∆t

i,j,k−∆z∗
2

, (D.12)

圧力方程式は

πτ+∆τ
i,j,k − πτ

i,j,k

∆τ
+

1

G1/2

c̄2

cpρ̄θ̄2
v

{
β

(
∂z∗ ρ̄θ̄vw

)τ+∆τ

i,j,k
+ (1− β)

(
∂z∗ ρ̄θ̄vw

)τ

i,j,k

}

= − c̄2

cpθ̄v

[
(∂xu)i,j,k + (∂yv)i,j,k + G13xz∗

i,j,k

(
∂z∗u

xz∗
)

i,j,k

+G23yz∗

i,j,k

(
∂z∗v

yz∗
)

i,j,k

]τ+∆τ

(D.13)

となる.

長い時間間隔 t で計算する項について離散化したものを書き下す. 移流項は

Adv.wt
i,j,k−∆z∗

2

=
(
uxz∗∂xw

x
)t

i,j,k−∆z∗
2

+
(
vyz∗∂yw

y
)t

i,j,k−∆z∗
2

+
(
ω∂z∗w

z∗
)t

i,j,k−∆z∗
2

+ Diff.wt
i,j,k−∆z∗

2

. (D.14)

数値粘性項は

Diff.wt
i,j,k−∆z∗

2

= ν2h

[
∂2

xw + ∂2
yw

]t

i,j,k−∆z∗
2

+ ν2v

[
∂2

z∗w
]t

i,j,k−∆z∗
2

. (D.15)

浮力項は

Buoy.wt
i,j,k−∆z∗

2

= g


θ

θ̄

z∗

− 1 + 0.61
(
qv

z∗ − q̄v
z∗

)
− qc

z∗ − qr
z∗




t

i,j,k−∆z∗
2

. (D.16)
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拡散項 (右辺の下付添字と上付添字 t−∆t は省略) は

Di,j,k−∆z∗
2

= ∂x



Km

xz∗
(∂xw) +

Km
xz∗

G1/2
xz∗

(
∂z∗u

xz∗
)

+ Km
xz∗

G13
(
∂z∗w

xz∗
)




+∂y



Km

yz∗
(∂yw) +

Km
yz∗

G1/2
yz∗ (∂z∗v) + Km

yz∗
G23

(
∂z∗w

yz∗
)




+G13x
∂z∗

{
Km

(
∂xw

xz∗
)

+
Km

G1/2

(
∂z∗u

xz∗
)

+ KmG13xz∗
(∂z∗w)

}

+G23y
∂z∗

{
Km

(
∂yw

yz∗
)

+
Km

G1/2

(
∂z∗v

yz∗
)

+ KmG23yz∗
(∂z∗w)

}

+
2

G1/2
z∗ ∂z∗

{
Km

G1/2
(∂z∗w)

}

− 2

3C2
ml2

{(
∂xK2

m

xz∗
)

+ G13x
(
∂z∗K

2
m

)

+
(
∂yK2

m

yz∗
)

+ G23y
(
∂z∗K

2
m

)
+

1

G1/2
z∗

(
∂z∗K

2
m

)}
.(D.17)

式 (D.12)と (D.13)から直接 wτ+∆τ , πτ+∆τ を求めることはできない. これらの式
を連立して wτ+∆τ を消去し, πτ+∆τ を求める. 次に式 (D.12)から wτ+∆τ を求め
る. 連立の方法は乾燥大気の場合と同様なので省略する. 圧力に関する行列は以下
のようになる:




A0 B0 0

C0
. . . . . .
. . . . . . Bkm−1

0 Ckm−1 Akm







π0 π0 · · · π0

π1
. . . . . .

...
...

. . .
...

πkm · · · · · · πkm




τ+∆τ

=




D0 D0 · · · D0

D1
. . . . . .

...
...

. . .
...

Dkm · · · · · · Dkm




τ

. (D.18)

この連立 1 次方程式の係数行列は 3 項行列なので, LU 分解を行って計算すると
大幅に計算量を減らすことができる. こうして求められた πτ+∆τ と鉛直方向の運
動方程式 (D.12)からwτ+∆τ を求める. An, Bn, Cn(n = 0, 1, · · · , n) は以下のようで
ある:

Ak = 1 + β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2
v

)

k

1

∆z∗2






 ρ̄θ

2

v

G1/2




w(k+1)

+


 ρ̄θ

2

v

G1/2




w(k)





,(D.19)

(k = 1, 3, · · · , km− 1) (D.20)
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A0 = 1 + β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2
v

)

0

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

v

G1/2




w(1)

, (D.21)

Akm = 1 + β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2
v

)

km

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

v

G1/2




w(km)

, (D.22)

Bk = −β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2
v

)

k

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

v

G1/2




w(k+1)

, (D.23)

Ck = −β2

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2
v

)

k+1

1

∆z∗2


 ρ̄θ

2

v

G1/2




w(k+1)

, (D.24)

Dk = πτ
k − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2
v

)

k

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄vw

)}τ

k

− c̄2∆τ

cpθ̄v

[
(∂xu)k + (∂yv)k + G13xz∗

k

(
∂z∗u

xz∗
)

k

+G23yz∗

k

(
∂z∗v

yz∗
)

k

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2
v

)

k

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄v

{
wτ −

(
cpθ̄v∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

k

,

(k = 1, 3, · · · , km− 3), (D.25)
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D0 = πτ
0 − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2
v

)

0

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄vw

)}τ

0

− c̄2∆τ

cpθ̄v

[
(∂xu)0 + (∂yv)0

+G13xz∗

0

(
∂z∗u

xz∗
)

0
+ G23yz∗

1

(
∂z∗v

yz∗
)

0

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2
v

)

0

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄v

{
wτ −

(
cpθ̄v∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

0

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2
v

)

0

1

∆z∗

(
cpθ̄

2
v

G1/2

)

w(0)

×
{

α (∂z∗Div)τ
w(0) − (1− β) (∂z∗π)τ

w(0) +

(
G1/2

cpθ̄v

F.wt

)

w(0)

}
, (D.26)

Dkm−2 = πτ
km−2 − (1− β)

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2
v

)

km−2

{
∂z∗

(
ρ̄θ̄vw

)}τ

km−2

− c̄2∆τ

cpθ̄v

[
(∂xu)km−2 + (∂yv)km−2

+G13xz∗

km

(
∂z∗u

xz∗
)

km−2
+ G23yz∗

km

(
∂z∗v

yz∗
)

km−2

]τ+∆τ

−β

(
1

G1/2

c̄2∆τ

cpρ̄θ̄2
v

)

km−2

×
[
∂z∗ ρ̄θ̄v

{
wτ −

(
cpθ̄v∆τ

G1/2
z∗

)
{−α (∂z∗Div)τ + (1− β) (∂z∗π)τ}

−F.wt∆τ

}]

km−2

+β

(
1

G1/2

c̄2∆τ 2

ρ̄θ̄2
v

)

km−2

1

∆z∗

(
cpθ̄

2
v

G1/2

)

w(km−1)

×
{

α (∂z∗Div)τ
w(km−1) − (1− β) (∂z∗π)τ

w(km−1)

+

(
G1/2

cpθ̄v

F.wt

)

w(km−1)

}
(D.27)
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D.3.3 熱力学の式と混合比の方程式

熱力学の式 (B.42)と水蒸気・雲水および雨水の混合比の方程式 (B.43)～(B.45)を
中央差分で離散化する. 時間間隔は長い時間間隔 ∆t である. 本節では変数の下付
添字 i, j, k を省略する.

熱力学の式は

θt+∆t − θt−∆t

2∆t
= −Adv.θt + M t

θ + Dt−∆t
θ . (D.28)

水蒸気混合比の方程式は

qt+∆t
v − qt−∆t

v

2∆t
= −Adv.qt

v + M t
qv

+ Dt−∆t
qv

. (D.29)

ここでは過飽和がない場合を考える. 求めた水蒸気の混合比と飽和混合比の値が
qt+∆t
v > qt+∆t

vs となった場合, 湿潤飽和調節法 (D.4参照)を用いる.

雲水混合比の方程式は

qt+∆t
c − qt−∆t

c

2∆t
= −Adv.qt

c + M t
qc

+ Dt−∆t
qc

, (D.30)

雨水混合比の方程式は

qt+∆t
r − qt−∆t

r

2∆t
= −Adv.qt

r + M t
qr

+ Dt−∆t
qr

(D.31)

となる.

これまでに求めた uτ+∆τ , vτ+∆τ , wτ+∆τ および πτ+∆τ を用いてθτ+∆τ , qτ+∆τ
v , qτ+∆τ

c , qτ+∆τ
r

を順に求める. ただし, 計算の際, 長い時間間隔における中央差分での計算モード
を抑えるため, Asselin (1972) の時間フィルタ (2.3.4節参照) を用いる.

上式 (D.28)～ (D.31)中の各項はそれぞれ以下のようになる; 移流項は

Adv.θt =
[
u∂xθ

x
+ v∂yθ

y
+ ω∂z∗θ

z∗]t
+ Diff.θt, (D.32)

Adv.qt
v =

[
u∂xqv

x
+ v∂yqv

y
+ ω∂z∗qv

z∗]t
+ Diff.qt

v, (D.33)

Adv.qt
c =

[
u∂xqc

x
+ v∂yqc

y
+ ω∂z∗qc

z∗]t
+ Diff.qt

c, (D.34)

Adv.qt
r =

[
u∂xqr

x
+ v∂yqr

y
+ ω∂z∗qr

z∗]t
+ Diff.qt

r. (D.35)
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数値粘性項は

Diff.θt = ν2h

[
∂2

xθ + ∂2
yθ

]t
+ ν2v

[
∂2

z∗θ
]t

, (D.36)

Diff.qt
v = ν2h

[
∂2

xqv + ∂2
yqv

]t
+ ν2v

[
∂2

z∗qv

]t
, (D.37)

Diff.qt
c = ν2h

[
∂2

xqc + ∂2
yqc

]t
+ ν2v

[
∂2

z∗qc

]t
, (D.38)

Diff.qt
r = ν2h

[
∂2

xqr + ∂2
yqr

]t
+ ν2v

[
∂2

z∗qr

]t
. (D.39)

生成・消滅項は

M t
θ = −γ

(
qt+∆t
vs − qt−∆t

vs

2∆t
+ Adv.qt

vs + Et
r

)
, (D.40)

M t
qv

=
qt+∆t
vs − qt−∆t

vs

2∆t
+ Adv.qt−∆t

vs + Et
r, (D.41)

M t
qc

= −qt+∆t
vs − qt−∆t

vs

2∆t
− Adv.qt

vs − At
r − Ct

r, (D.42)

M t
qr

= F t
r − Et

r + At
r + Ct

r. (D.43)

また,

Adv.qt
vs =

[
u∂xqvs

x
+ v∂yqvs

y
+ ω∂z∗qvs

z∗]t
+ Diff.qt

vs, (D.44)

qvs =
3.8

p̄
exp

(
17.27

Π̄θ − 273

Π̄θ − 36

)

' q∗vs


1 +

4093aΠ̄
(
Π̄θ∗ − 36

)2

(
θt+∆t − θ∗

)

 , (D.45)

F t
r =

[
1

G1/2ρ̄
∂z∗ (ρ̄V qr)

]t

, (D.46)

V = 36.34 (ρ̄qr)
0.1346

(
ρ̄

ρ0

)− 1
2

(D.47)

である. ただし q∗vs は θ = θ∗ のときの qvs の値である. 式 (D.45) の近似は Tetens

の式より θ = θ∗ について線形化を行った.
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拡散項は以下のようになる:

Dt−∆t
θ = 3∂x

{
Km

x
(∂xθ) + Km

x
G13z∗ (

∂z∗θ
xz∗)}t−∆t

+3∂y

{
Km

y
(∂yθ) + Km

y
G23z∗ (

∂z∗θ
yz∗)}t−∆t

+3G13xz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂xθ

xz∗)
+ Km

z∗
G13x

(∂z∗θ)
}t−∆t

+3G23yz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂yθ

yz∗)
+ Km

z∗
G23y

(∂z∗θ)
}t−∆t

+
3

G1/2
∂z∗

{
Km

G1/2
z∗ (∂z∗θ)

}t−∆t

, (D.48)

Dt−∆t
qv

= 3∂x

{
Km

x
(∂xqv) + Km

x
G13z∗ (

∂z∗qv
xz∗

)}t−∆t

+3∂y

{
Km

y
(∂yqv) + Km

y
G23z∗ (

∂z∗qv
yz∗

)}t−∆t

+3G13xz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂xqv

xz∗
)

+ Km
z∗

G13x
(∂z∗qv)

}t−∆t

+3G23yz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂yqv

yz∗
)

+ Km
z∗

G23y
(∂z∗qv)

}t−∆t

+
3

G1/2
∂z∗

{
Km

G1/2
z∗ (∂z∗qv)

}t−∆t

, (D.49)

Dt−∆t
qc

= 3∂x

{
Km

x
(∂xqc) + Km

x
G13z∗ (

∂z∗qc
xz∗

)}t−∆t

+3∂y

{
Km

y
(∂yqc) + Km

y
G23z∗ (

∂z∗qv
yz∗

)}t−∆t

+3G13xz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂xqc

xz∗
)

+ Km
z∗

G13x
(∂z∗qc)

}t−∆t

+3G23yz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂yqc

yz∗
)

+ Km
z∗

G23y
(∂z∗qc)

}t−∆t

+
3

G1/2
∂z∗

{
Km

G1/2
z∗ (∂z∗qc)

}t−∆t

, (D.50)

Dt−∆t
qr

= 3∂x

{
Km

x
(∂xqr) + Km

x
G13z∗ (

∂z∗qr
xz∗

)}t−∆t

+3∂y

{
Km

y
(∂yqr) + Km

y
G23z∗ (

∂z∗qr
yz∗

)}t−∆t

+3G13xz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂xqr

xz∗
)

+ Km
z∗

G13x
(∂z∗qr)

}t−∆t

+3G23yz∗
∂z∗

{
Km

z∗ (
∂yqr

yz∗
)

+ Km
z∗

G23y
(∂z∗qr)

}t−∆t

+
3

G1/2
∂z∗

{
Km

G1/2
z∗ (∂z∗qr)

}t−∆t

. (D.51)
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D.3.4 サブグリッドスケールの乱流運動エネルギー方程式

サブグリッドスケールの乱流運動エネルギー方程式を運動量渦拡散係数で書き換
えた式 (B.52)は長い時間間隔 t で計算される. ここでは変数の下付添字 i, j, k は
省略する.

Kt+∆t
m −Kt−∆t

m

2∆t
= −Adv.Kt

m +
3gC2

ml2

2G1/2

(
−A∂z∗θe

z∗
+ ∂z∗ql

z∗
)t

+C2
ml2

{ (
∂xu + G13xz∗

∂z∗u
xz∗

)2

+
(
∂yv + G23yz∗

∂z∗v
yz∗

)2

+
(

1

G1/2
∂z∗w

)2
}t

+
C2

ml2

2

{(
∂xv

xy + ∂yu
xy + G13xz∗

∂z∗v
yz∗ + G23yz∗

∂z∗u
xz∗

)2

+
(
∂xw + G13xz∗

∂z∗w +
1

G1/2
∂z∗u

xz∗
)2

+
(
∂yw

yz∗ + G23yz∗
∂z∗w +

1

G1/2
∂z∗v

yz∗
)2

}t

+
1

2

{
∂2

xK
2
m + ∂x

(
G13z∗

∂z∗K2
m

xz∗
)

+∂z∗

(
G13x

∂xK2
m

xz∗
)

+ G13xz∗
∂z∗

(
G13x

∂z∗K
2
m

)

+∂2
yK

2
m + ∂y

(
G23z∗

∂z∗K2
m

yz∗
)

+∂z∗

(
G23y

∂yK2
m

yz∗
)

+ G23yz∗
∂z∗

(
G23y

∂z∗K
2
m

)

+
1

G1/2
∂z∗

(
1

G1/2

∗
∂z∗K

2
m

)}t

+

{(
∂xKm

x
+ G13xz∗

∂z∗Km
z∗

)2

+
(
∂yKm

y
+ G23yz∗

∂z∗Km
z∗

)2

+
(

1

G1/2
∂z∗Km

z∗
)2

}t

− Cε

2Cml2
K2

m (D.52)

となる. 移流項と数値粘性項はそれぞれ以下のようになる:

Adv.Kt
m =

[
u∂xKm

x
+ v∂yKm

y
+ ω∂z∗Km

z∗]t
+ Diff.Kt

m, (D.53)

Diff.Kt
m = ν2h

[
∂2

xKm + ∂2
yKm

]t
+ ν2v

[
∂2

z∗Km

]t
. (D.54)
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D.4 湿潤飽和調節法

ここでは過飽和なしの場合を考える. 過飽和しないように温位と混合比を計算す
るために, 湿潤飽和調節法 (Soong and Ogura, 1973) を用いる. 以下でその方法に
ついて述べる.

先に示したように, 温位, 水蒸気と雲水の混合比の方程式は

dφ

dt
= Mφ + Dφ (D.55)

と書ける. ただし φ = θ, qv, qc であり, Dφ は拡散項, 微物理過程の生成・消滅項は

Mθ = −γ

{
dqvs

dt
+ Er

}
, (D.56)

Mqv =
dqvs

dt
+ Er, (D.57)

Mqc = −dqvs

dt
− Ar − Cr, (D.58)

qvs =
3.8

p̄
exp

(
17.27

Π̄θ − 273

Π̄θ − 36

)
(D.59)

である.

ここで湿潤調節法に必要な方程式を求める. (温位式)+γ×(水蒸気混合比の式)より

dθ

dt
+ γ

dqv

dt
= Dθ + Dqv , (D.60)

(水蒸気混合比の式)+(雲水混合比の式)より

dqv

dt
+

dqc

dt
= Dqv + Dqc + Er − Ar − Cr (D.61)

である.

予報方程式 (D.55)から計算された t+∆t での各値を仮に θ∗, q∗v , q
∗
c と表す. ここで

は過飽和しないという条件で考えているので, q∗v > q∗vs ならば湿潤飽和調節を行っ
て t + ∆t での各値を求める. q∗v ≤ q∗vs ならば予報方程式から得られた値を用いる.

以下で湿潤飽和調節法を解説する.

式 (D.60) から

θt+∆t − θt−∆t

2∆t
+ γ

qt+∆t
v − qt−∆t

v

2∆t
= Dt−∆t

θ + Dt−∆t
qv

, (D.62)

θ∗ − θt−∆t

2∆t
+ γ

q∗v − qt−∆t
v

2∆t
= Dt−∆t

θ + Dt−∆t
qv

. (D.63)
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辺々引くと

θt+∆t + γqt+∆t
v = θ∗ + γq∗v (D.64)

が成り立つ.

過飽和しないので, 飽和に達した後の t + ∆t における水蒸気の混合比と飽和混合
比は等しくなければならない:

qt+∆t
v = qt+∆t

vs

= b exp


a

(
Π̄θt+∆t − 273

)

Π̄θt+∆t − 36




≈ q∗vs





1 +
273aΠ̄

(
Π̄θ∗ − 36

)2

(
θt+∆t − θ∗

)




. (D.65)

ただし a = 7.5 ln 10, b = 3.8/p̄ である. したがって, 式 (D.64)は

θt+∆t = θ∗ + γ
(
q∗v − qt+∆t

vs

)

= θ∗ + γr1 (q∗v − q∗vs) (D.66)

となる. ただし

r1 =


1 + γq∗vs

273aΠ̄
(
Π̄θ∗ − 36

)2



−1

. (D.67)

式 (D.64) と (D.66)から

qt+∆t
v = q∗v +

1

γ

(
θ∗ − θt+∆t

)
(D.68)

また, (D.64)を求めたのと同様に, (D.61)より

qt+∆t
v + qt+∆t

c = q∗v + q∗c (D.69)

が得られる. 式 (D.66), (D.68), (D.69)より暫定的に θ, qv, qc の値を求める.

qt+∆t
c > 0, つまり雲水ができる場合, 式 (D.66), (D.68), (D.69)を繰り返し用いて
値が収束するまで計算する1

1凝結して周りの温度が上がるため, 蒸発が起こるのを繰り返す. この状態が落ち着くまで計算
する.
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qt+∆t
c ≤ 0, つまり雲水ができない場合,

qt+∆t
c = 0, (D.70)

qt+∆t
v = q∗v + q∗c , (D.71)

θt+∆t = θ∗ − γq∗c (D.72)

を用いる. ここで式 (D.71)は式 (D.69)から, 式 (D.72)は (D.68)と (D.71)から求
められる.
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